
（平成２３年３月２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 18 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 11 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 38 件

国民年金関係 12 件

厚生年金関係 26 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

千葉国民年金 事案 3322 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和42年４月から43年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 38 年 10 月から 40 年 12 月まで 

             ② 昭和 42 年４月から 43 年３月まで 

    私は昭和43年２月にＡ郡Ｂ町（現在は、Ｃ市）で国民年金の加入手続

を行い、同年３月に結婚した際にＤ区に転居した。 

    昭和43年４月に私の国民年金について、町役場から実家の母に連絡が

あり、「国民年金保険料に未納があるが今なら納付できる。」と言われ

たことを母から聞き、私は納付書を送付してもらって全部納付したはず

なのに、38年10月から40年12月までの保険料が未納とされていることは

納得できない。 

    また、私はＤ区に転居後の昭和43年４月に、42年４月から43年３月ま

での保険料をまとめて夫の保険料と一緒に区の国民年金徴収員に納付し

たのに未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②については、申立人はＤ区に転居後の昭和43年４月にまとめ

て申立人の夫の保険料とともに区の国民年金徴収員に納付したと主張する

ところ、Ｄ区では、45年４月以前は区の職員による戸別徴収が行われてい

たことが確認されている。 

   また、申立期間②は12か月と短期間である上、申立期間②前後の国民年

金保険料は納付済みとなっていることから、申立人は申立期間②の保険料

を納付していたと考えても特段不自然ではない。 

   一方、申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号は、その

前後の任意加入者の資格取得日から、昭和43年２月頃に払い出され、同時



  

期、国民年金の加入手続を行ったものと推認できることから、手帳記号番

号が払い出された時点において、保険料は時効により納付できない上、国

民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に

別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   また、申立人が申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和42年４月から43年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。



  

千葉国民年金 事案 3323 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和54年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年１月から同年３月まで 

    私が会社を退職する際、上司から年金は大切なものなので、すぐに国

民年金に加入するように勧められ、結婚後の昭和50年10月頃、Ａ市Ｂ区

役所で任意加入の手続を行った。以降、国民年金保険料は滞ることなく

納付していたのに未納とされている期間があることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和50年11月に国民年金に任意加入し、申立期間を除く国民

年金加入期間の国民年金保険料は、全て納付済みとなっている上、数度に

わたる住所変更の手続を適切に行っていることから、申立人の国民年金制

度への関心及び保険料の納付意識の高さが認められる。 

   また、申立期間は３か月と短期間であり、申立期間の前後の保険料は納

付済みとなっていることから、申立人は申立期間の保険料についても納付

していたものと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



  

千葉国民年金 事案 3324 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年８月及び同年 11 月から８年１月までの期間の国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成７年８月 

             ② 平成７年 11 月から８年１月まで 

    申立期間①については、Ａ社を退社した平成７年８月頃にＢ市役所で

国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付したはずである。

また、申立期間②については、Ｃ区役所で市民税、国民健康保険料及

び国民年金保険料と合わせて納付したはずであり、申立期間①及び②

が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号の前後の第３号被保険者の該当処理日か

ら、申立人の国民年金の加入手続は平成７年 10 月上旬に行われたと推認

されるところ、この時点で申立期間①の国民年金保険料は現年度納付する

ことが可能である。 

   また、オンライン記録によれば、申立人は申立期間②前後の第３号被保

険者の非該当及び該当処理が平成８年３月７日に行われていることから、

申立期間①及び②は国民年金の第１号被保険者期間であり、この時点で申

立期間②の保険料は現年度納付することが可能である。 

   さらに、申立期間①及び②は、加入手続当初の同一年度内の１か月及び

３か月といずれも短期間であり、申立人は申立期間を除き、国民年金の被

保険者期間において未納及び未加入期間が無いことを考慮すると、申立期

間の保険料を納付していたことを否定する特段の事情はうかがえない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



  

千葉国民年金 事案 3325 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年４月及び同年５月の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年４月及び同年５月 

    私は、国民年金保険料を納付していなかったため、平成９年９月又は

同年 10 月頃、保険料の未納通知が届いた。未納分の保険料は父が同年

10 月にＡ郡Ｂ町（現在は、Ｃ市）役場のＤ銀行出張所で納付したはず

である。父の金銭出納帳のコピーを添付するので、申立期間の記録を確

認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の国民年金保険料を納付したとする申立人の父は、申立期間を

含む平成８年４月から９年３月までの保険料は当初未納であったが、未納

通知が届いたため同期間の保険料を分割して過年度納付したことなど、申

立期間の保険料の納付動機及び納付状況を詳細に述べているところ、オン

ライン記録の納付記録は、申立期間を除き、申立人の父の主張する納付状

況とおおむね一致している。 

   また、申立人の父の平成９年金銭出納帳に申立期間の１か月の保険料１

万 2,300 円を「２ヶ月分（４、５月分）10 月初払」と記載があること、

申立期間直後の８年６月から同年９月の保険料が９年 12 月 16 日に過年度

納付されており申立期間は金銭出納帳記載の同年 10 月時点で過年度納付

が可能であったこと、及び申立期間は２か月と短期間である上、申立期間

後に未納が無いことを考慮すると、申立期間の保険料を納付していたもの

と考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



  

千葉国民年金 事案 3326 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年 12 月から７年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年 12 月から７年 11 月まで 

    私は、平成７年 12 月１日に、入社を予定していた会社の採用面接が

あったため、国民年金保険料が未納だと面接で不利になると思い、同年

11 月に、24 か月分の保険料を過去に遡って父に納付してもらったはず

なので、調査して記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の父は、申立期間の国民年金保険料をまとめて納付したと主張し

ているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の記号番号の

被保険者の納付記録から、平成７年８月頃に払い出され、申立人は、同時

期に加入手続を行ったと推認できることから、申立期間の保険料を過年度

納付及び現年度納付することは可能である。 

   また、申立人の父は、Ａ市役所から納付書と共に送付された「過年度分

保険料の納付について」と題された案内文書を提出しており、同文書によ

り、時期は不明であるものの、Ａ市から申立人に対し過年度納付書が発行

されたことが確認できることから、同文書と共に送付された過年度納付書

が申立期間に係る納付書である可能性は否定できない。 

   さらに、申立人の父は、国民年金へ加入した経緯、保険料の納付方法、

保険料額について具体的に記憶している上、当時、申立人と同居していた

妹は、「姉は就職面接を控えていて、父と母が姉について『社会保険をき

ちんとしておかなければならない。』という会話をしていたことを覚えて

いる。」と申述している。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



  

千葉国民年金 事案 3327 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和41年７月から42年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年７月から 42 年３月まで 

    私は、昭和37年４月からＡ区Ｂの事業所に勤めており、事業主が、41

年７月31日付けで国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付し

てくれていた。 

    その後、44年４月に結婚して同事業所の寮を出るときに社長から国民

年金手帳を渡され、これからは自分で保険料を納付するようにと言われ、

自分で保険料を納付した経緯があり、申立期間が未納とされていること

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和42年３月にＡ区に払い出された

手帳記号番号の一つであり、申立人の手帳記号番号より後の任意加入者が

同年３月13日に国民年金の加入手続を行っていることから申立人は同年３

月に加入したことが推認でき、この時点で申立期間の国民年金保険料は現

年度納付が可能である上、申立期間は９か月と短期間であることを踏まえ

ると申立期間の保険料は納付していたものと考えるのが自然である。 

   また、申立人は、昭和46年４月に任意で再加入した後の昭和49年度から

52年度及び54年度は前納制度を活用し、第３号被保険者の切替手続も適切

に行い、平成13年９月から18年６月までは付加保険料も納付するなど納付

意識が高いことがうかがえる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



  

千葉国民年金 事案 3328 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和59年７月から60年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59 年７月から 60 年３月まで 

    私の申立期間の国民年金保険料は、妻の保険料と共に集金に来ていた

信用金庫の職員に渡して納付したはずであり、申立期間が未納とされて

いることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人及びその妻は、申立期間を除く国民年金加入期間の国民年金保険

料を全て納付している上、申立期間は９か月と短期間である。 

   また、申立人が保険料を集金に来ていたと述べる信用金庫は、「顧客の

保険料を集金していたことがあった。」と回答している。 

   さらに、申立内容に不自然さは無く、申立期間当時に保険料の納付を行

うことが困難な状況にあったとする事情も見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉厚生年金 事案 3252 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成３年８月１日から同年 10 月１日まで

の期間の標準報酬月額の記録について、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められるこ

とから、当該期間における標準報酬月額の記録を 47 万円とすることが必

要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

   また、申立期間のうち、平成 11 年 10 月１日から 15 年９月１日までの

期間の標準報酬月額の記録について、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められること

から、当該期間における標準報酬月額の記録を、平成 11 年 10 月から同年

12 月までは 26 万円、12 年１月は 32 万円、同年２月は 30 万円、同年３月

から 15 年３月までは 32 万円、同年４月から同年８月までは 34 万円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成３年４月１日から５年２月 25 日まで 

             ② 平成７年４月１日から 15 年９月１日まで 

    申立期間①はＡ社について、申立期間②はＢ社について、給与総支給

額に相当する標準報酬月額と会社が社会保険事務所（当時）に届けてい

る標準報酬月額に差があることが分かったので、正しい記録に訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、



厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除して

いたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標

準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

 

  ２ 申立期間①の標準報酬月額については、Ｃ社から提出された諸給与支

払内訳明細書により、申立期間①のうち、平成３年８月１日から同年

10 月１日までの期間における申立人の給与総支給額及び厚生年金保険

料控除額に見合う標準報酬月額は、申立人の主張どおりオンライン記録

よりも高額であることが確認できる。 

    したがって、申立期間①のうち、当該期間における標準報酬月額につ

いては、諸給与支払内訳明細書により、47 万円とすることが妥当であ

る。 

    なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い

ことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

    一方、申立期間①のうち、平成３年４月１日から同年８月１日までの

期間、同年 10 月１日から同年 11 月１日までの期間及び同年 12 月１日

から５年２月 25 日までの期間については、申立人の諸給与支払内訳明

細書により、報酬月額に見合う標準報酬月額又は保険料控除額に見合う

標準報酬月額のいずれか低い方の額は、オンライン記録により確認でき

る標準報酬月額と同額であることが確認できることから、特例法による

保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

    また、平成３年 11 月については、申立人の諸給与支払内訳明細書が

無いため、申立人の保険料控除額及び支払総額を確認できないが、諸給

与支払内訳明細書において確認できる同年 10 月及び同年 12 月から５年

１月までの保険料控除額に見合う標準報酬月額（47 万円）とオンライ

ン記録の３年 11 月の標準報酬月額が一致していることから、同年 11 月

の標準報酬月額は不自然とはいえず、申立人が主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできない。 

 



  ３ 申立期間②の標準報酬月額については、Ｃ社から提出された諸給与支

払内訳明細書により、申立期間②のうち、平成 11 年 10 月１日から 15

年９月１日までの期間における申立人の総支給額及び厚生年金保険料控

除額に見合う標準報酬月額は、申立人の主張するとおりオンライン記録

よりも高額であることが確認できる。 

    したがって、申立期間②のうち、当該期間における標準報酬月額につ

いては、諸給与支払内訳明細書により、平成 11 年 10 月から同年 12 月

までは 26 万円、12 年１月は 32 万円、同年２月は 30 万円、同年３月か

ら 15 年３月までは 32 万円、同年４月から同年８月までは 34 万円とす

ることが妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、諸給与支払内訳明細書において確認で

きる保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録で確認できる

標準報酬月額が長期間にわたって一致していないことから、事業主は諸

給与支払内訳明細書において確認できる保険料控除額に見合う報酬月額

を届けておらず、その結果、社会保険事務所は当該報酬月額に見合う保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料（訂正前

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履

行していないと認められる。 

    一方、申立期間②のうち、平成７年４月１日から 11 年 10 月１日まで

の期間については、申立人の諸給与支払内訳明細書により確認できる報

酬月額に見合う標準報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額の

いずれか低い方の額は、オンライン記録により確認できる標準報酬月額

と同額又は下回っていることが確認できることから、特例法による保険

給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。



千葉厚生年金 事案 3253 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、平

成 18 年５月から同年７月までは 16 万円、同年８月から 19 年６月までは

20 万円、同年７月から 20 年３月までは 26 万円とされているところ、当

該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の

計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 16 万円から 18 万円とされてい

るが、申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる

ことから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納

付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の

申立期間の標準報酬月額に係る記録を 18 年５月から同年９月までの期間

は 20 万円、同年 10 月は 22 万円、同年 11 月は 20 万円、同年 12 月から

19 年１月までの期間は 22 万円、同年２月は 20 万円、同年３月は 38 万円、

同年４月から同年６月までの期間は 24 万円、同年７月は 47 万円、同年８

月から同年 11 月までの期間は 24 万円、同年 12 月は 44 万円、20 年１月

は 30 万円、同年２月及び同年３月は 24 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年５月１日から 20 年４月１日まで 

    私は、Ａ事業所に勤務していた期間の標準報酬月額が支給されていた

給与より低くなっていたので、過去２年間については訂正してもらった

が、それ以前の標準報酬月額については記録上だけの訂正であり、給付

額には反映されないので、給付額に反映されるようにしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によれば、申立人の申立期間における標準報酬月額は、



当初平成 18 年５月から同年８月までの期間は 16 万円、同年９月から 19

年８月までの期間は 17 万円、同年９月から 20 年３月までの期間は 18 万

円と記録されていたが、当該期間に係る厚生年金保険料の徴収権が時効に

より消滅した後の 22 年５月に、18 年５月から同年７月までの期間は 16

万円、同年８月から 19 年６月までの期間は 20 万円、同年７月から 20 年

３月までの期間は 26 万円にそれぞれ訂正されたところ、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、

当該訂正後の標準報酬月額ではなく、当初記録されていた標準報酬月額と

なっている。 

   しかしながら、申立人の保管する給与明細書によると、申立人は、申立

期間について、当初記録されていた標準報酬月額より高い標準報酬月額に

基づく保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認め

られる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の

範囲であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定

することとなる。 

   したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人の保管する給与

明細書の総支給額及び保険料控除額から、平成 18 年５月から同年９月ま

での期間は 20 万円、同年 10 月は 22 万円、同年 11 月は 20 万円、同年 12

月から 19 年１月までの期間は 22 万円、同年２月は 20 万円、同年３月は

38 万円、同年４月から同年６月までの期間は 24 万円、同年７月は 47 万

円、同年８月から同年 11 月までの期間は 24 万円、同年 12 月は 44 万円、

20 年１月は 30 万円、同年２月及び同年３月は 24 万円とすることが妥当

である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、事業主は、申立てどおりの届出を行

わなかったことを認めていることから、社会保険事務所（当時）は申立人

の主張する標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。



千葉厚生年金 事案 3254 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取得日が昭和 57 年３月 16 日、

資格喪失日が平成 13 年１月１日とされ、当該期間のうち、12 年 12 月 31

日から 13 年１月１日までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定によ

り、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されて

いるが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の当該事業所における資格喪失日を 13 年１月１日とし、申立期間の

標準報酬月額を 15 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12 年 12 月 31 日から 13 年１月１日まで 

    私は、昭和 57 年３月 16 日にＡ社に入社し、平成 12 年 12 月 31 日ま

で勤務した。同社での厚生年金保険被保険者の資格喪失日が同日とされ

ているので、資格喪失日を 13 年１月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によれば、申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保険者記

録は、資格取得日が昭和 57 年３月 16 日、資格喪失日が平成 13 年１月１

日とされ、当該期間のうち、12 年 12 月 31 日から 13 年１月１日までの期

間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎とな

る被保険者期間とならない期間と記録されている。 

   しかしながら、事業主から提出された給与控除一覧表により、申立人は、

昭和 57 年３月 16 日から当該事業所に継続して勤務し、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、給与控除一覧表に記載され



た保険料控除額から、15 万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、申立人の資格喪失日を誤って届け出たことを認め、

資格喪失日の訂正を届け出ていることから、社会保険事務所（当時）は、

申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期

間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



 

千葉厚生年金 事案 3255 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る厚生年金保険の資格喪失日（昭和 43 年２月１日）に係る記録を同年２

月８日に訂正し、申立人の同社における船員保険の資格取得日に係る記録

を同日に、資格喪失日に係る記録を同年３月６日に訂正し、申立期間の標

準報酬月額を５万 2,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の船員保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年２月１日から同年３月６日まで 

    私は、昭和 34 年７月１日から 63 年３月 31 日までＡ社及びその関連

会社に継続して勤務し、申立期間においてはＡ社所有のＣ丸にＤ（職

種）として乗船勤務した。このことは、船員手帳の雇入れの記録及び辞

令から明らかであり、申立期間は同社において、陸上勤務から海上勤務

へ異動したときであり、雇用も継続していることから、申立期間に船員

保険の被保険者記録が無いことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された退職金計算書、辞令、船員手帳及び雇用保険の加

入記録から判断すると、申立人はＡ社に継続して勤務し（昭和 43 年２月

８日にＡ社（陸上勤務）から同社Ｃ丸にＤ（職種）として乗船）、申立期

間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社において昭和 43 年３

月 21 日に船員保険の被保険者資格を取得した元同僚（Ｄ（職種））の記

録から、５万 2,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに



 

ついては、事業主は納付していないと回答している上、Ａ社の船員保険被

保険者名簿において、申立期間に申立人の氏名は無く、船員保険被保険者

証の整理番号に欠番が無いことから、申立人に係る社会保険事務所（当

時）の記録が失われたとは考えられない上、仮に事業主から申立人に係る

被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後、被保険者資格の喪

失届を提出する機会があったことになるが、いずれの機会においても社会

保険事務所が当該届出を記録していないことは、通常の事務処理では考え

難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の取得及び喪失に係る届

出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

43 年２月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該

期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



 

千葉厚生年金 事案 3256 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 44 年 12 月１日に厚生年金保険被保険者の資格

を取得し、45 年１月 22 日に被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険

事務所（当時）に対し行ったことが認められることから、申立人のＡ社に

おける資格取得日に係る記録を 44 年 12 月１日に、資格喪失日に係る記録

を 45 年１月 22 日に訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については４万 5,000 円とすることが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年 12 月１日から 45 年５月 20 日まで 

    私は、昭和 44 年 12 月１日から 45 年５月 20 日までＡ社においてＢ

（職種）として継続して勤務したが、この間の厚生年金保険の被保険者

記録が無いことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人から提出された厚生年金保険被保険者証により、申立人は、昭

和 44 年 12 月１日に前職と異なる被保険者記号番号で厚生年金保険の被

保険者資格を新たに取得したことが確認できる。 

    しかし、Ａ社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿により、

申立人は、昭和 44 年 12 月１日に当該事業所で厚生年金保険の被保険者

資格を取得し、45 年１月 22 日に資格を喪失していることが確認できる

ところ、社会保険事務所は、同年４月 25 日に当該事業所に係る厚生年

金保険の適用事業所の取消処理を行っており、同処理に伴い、適用事業

所になった日に被保険者資格を取得した申立人を含む 25 名は、全員同

年４月 27 日付けで資格取得の取消処理が行われている上、当該取消処

理以前に資格喪失となっている申立人及びほかの元同僚の計４名は、同

日付けで資格喪失の取消処理も行われている。 

    また、Ａ社が適用事業所となった昭和 44 年 12 月１日に厚生年金保険



 

の被保険者資格を取得した者は申立人を含め 25 名確認できるところ、

サンプル調査した７名のうち４名は、｢当該事業所が再度適用事業所に

なった 46 年２月１日に被保険者資格を取得しているが、それまでの間

も継続して勤務していた。｣と供述している上、ほかの１名は、｢当該事

業所が再度、厚生年金保険の適用事業所になる頃まで継続して勤めてい

た。｣と供述している。 

    さらに、上記サンプル調査した７名のうち３名は、｢当該事業所が適

用事業所でなくなった後、再度適用事業所になるまでの期間についても、

給与から厚生年金保険料が控除されていた。｣と供述している。 

    加えて、元同僚は、「当時、同社は厚生年金保険料の滞納があり、厚

生年金保険料が納付不能になったことから、社会保険事務所に『厚生年

金保険の適用を取り消してほしい。』とお願いに行った。」と供述して

いる。 

    これらを総合的に判断すると、社会保険事務所が、遡及して当該事業

所の厚生年金保険の適用事業所の取消処理を行う合理的な理由は無く、

申立人の被保険者資格に係る有効な記録訂正があったとは認められない

ことから、申立人の当該事業所における資格取得日は、当該事業主が当

初社会保険事務所に届け出たとおり昭和 44 年 12 月１日、資格喪失日は、

当該事業所に係る被保険者名簿に記載されている 45 年１月 22 日である

と認められる。 

    また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における被

保険者記録が取り消される前の昭和 44 年 12 月の社会保険事務所の記録

から、４万 5,000 円とすることが妥当である。 

 

  ２ 一方、申立期間のうち、昭和 45 年１月 22 日から同年５月 20 日まで

の期間については、上記サンプル調査した７名の元同僚は、いずれも申

立人を記憶していないことから、申立人の当該期間の勤務実態について

確認できない。 

    また、厚生年金保険の適用事業所として取り消される前のＡ社の健康

保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿において、当該期間に申立人の

氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



 

千葉厚生年金 事案 3257 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年３月 31 日から同年４月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を同

年４月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額の記録を 41 万円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年４月 20 日から同年５月１日まで 

             ② 昭和 60 年３月 31 日から同年４月１日まで 

             ③ 昭和 63 年 10 月１日から同年 12 月１日まで 

    私は、昭和 33 年４月１日にＢ社（現在は、Ｃ社）に入社し、63 年７

月末日に退社するまで継続して同社に勤務した。申立期間①については、

入社内定後の 32 年 11 月に「Ｄ丸」に実習生として乗船し、船員保険に

加入となっているが、船員保険の被保険者資格を喪失後、同社Ｅ営業所

で厚生年金保険の被保険者資格を取得するまでの間が厚生年金保険に未

加入とされていることは納得できない。また、申立期間②について、Ａ

社は、当時、Ｂ社の子会社であり、異動時の１か月が未加入とされてい

ることに納得できない。申立期間③は、Ｆ社（現在は、Ｇ社）から子会

社のＨ社に移籍したものであり、継続して勤務していたので厚生年金保

険の加入期間と認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②については、雇用保険の加入記録から判断すると、申立人

は、Ａ社に継続して勤務し（Ａ社からＢ社に異動。）、当該期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 



 

    なお、異動日については、雇用保険の加入記録及びＣ社保有の社会保

険台帳により、昭和 60 年４月１日とすることが妥当である。 

    また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和

60 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、41 万円とすることが

妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、申立期間当時の事業主は、当時の資料は無く不明としてい

るが、事業主が資格喪失日を昭和 60 年４月１日と届け出たにもかかわ

らず、社会保険事務所がこれを同年３月 31 日と誤って記録することは

考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後

に納入されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

  ２ 申立期間①については、Ｃ社が保有する「昭和 62 年度永年勤続表彰

者名簿」により、申立人が昭和 33 年４月１日に当時のＢ社に入社した

ことが確認できる。 

    しかしながら、Ｃ社が保有する、申立人に係る社会保険台帳の厚生年

金保険の「最初の資格取得年月日」欄には、昭和 33 年５月１日に被保

険者資格を取得した旨が記載されている上、申立人のＢ社Ｅ営業所に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にも、同日が厚生年金保険の被保

険者資格取得日として記載されている。 

    また、申立人と同期入社で、申立人と同様に入社前からＢ社の船に実

習生として乗船し、下船後に同社Ｅ営業所に配属となった元同僚の厚生

年金保険被保険者資格の取得日も、申立人と同日となっていることが確

認できる。 

    このほか、申立人の当該期間における保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ 申立期間③については、Ｈ社の当時の事業主は、「申立人は、事業所

設立当時から専務として勤務していた。」と供述している上、当該事業

所の閉鎖登記簿では、昭和 63 年９月 20 日の設立当時から役員として記

載されていることが確認できることから判断すると、申立人は、当該期

間当時、Ｈ社に勤務していたことが認められる。 

    しかしながら、オンライン記録によると、当該事業所が厚生年金保険

の適用事業所となったのは昭和 63 年 12 月１日であり、当該期間は適用



 

事業所になる前の期間である。 

    また、当該期間当時の事業主は、「申立人に係る厚生年金保険料の控

除や届出については、当時の資料が無く不明である。」と回答している。 

    このほか、申立人の当該期間における保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び③に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。



 

千葉厚生年金 事案 3258 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間のうち、平成 16 年７月 28 日、同年 12 月 28 日、17

年７月 28 日、同年 12 月 28 日、18 年７月 28 日、同年 12 月 28 日につい

ては、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における

当該期間の標準賞与額に係る記録を、16 年７月 28 日は 40 万円、同年 12

月 28 日及び 17 年７月 28 日は 38 万 9,000 円、同年 12 月 28 日及び 18 年

７月 28 日は 38 万円、同年 12 月 28 日は 37 万 1,000 円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56 年５月１日から 57 年５月１日まで 

             ② 昭和 58 年１月から同年 12 月まで 

             ③ 昭和 59 年１月から同年６月１日まで 

             ④ 昭和 59 年６月１日から 60 年 10 月 30 日まで 

             ⑤ 昭和 60 年 10月 30日から 63年１月 16日まで 

             ⑥ 平成５年８月 31 日から 11 年 10 月１日まで 

             ⑦ 平成 11 年 10 月１日から 13 年 10 月１日まで 

             ⑧ 平成 14 年９月１日から 16 年９月１日まで 

             ⑨ 平成 17 年９月１日から 18 年７月１日まで 

             ⑩ 平成 15 年７月 28 日 

             ⑪ 平成 15 年 12 月 28 日 

             ⑫ 平成 16 年７月 28 日 

             ⑬ 平成 16 年 12 月 28 日 

             ⑭ 平成 17 年７月 28 日 

             ⑮ 平成 17 年 12 月 28 日 

             ⑯ 平成 18 年７月 28 日 

             ⑰ 平成 18 年 12 月 28 日 

    私は、Ｂ社に昭和 56 年５月から１年半ぐらい勤務していたにもかか

わらず、厚生年金保険の加入期間が５か月しかないことはおかしい。Ｃ



 

社には、58 年１月からＤ（職種）として１年以上は確実に勤務し表彰

もされた。厚生年金保険にも加入していたはずである。 

    また、Ｅ社には、昭和 59 年１月に入社したにもかかわらず厚生年金

保険の加入が同年６月からと記録されている。Ｆグループの会社には

60 年 10 月からのＧ社を皮切りに 25 年継続して勤務したのに、申立期

間⑤の 27 か月とＨ社後の申立期間⑥の 74 か月が未加入とされているの

で、調査の上、厚生年金保険の加入期間と認めてもらいたい。 

    さらに、Ｅ社に勤務していた当時、Ｄ（職種）の中ではトップの成績

だったので、毎月最低でも 50 万円以上の収入を得ていた。Ａ社に勤務

していたときも年収は毎年 1,000 万円を超えていたので、標準報酬月額

が 62 万円未満とされていることは納得できない。同社では賞与の支給

が有り、平成 15 年から厚生年金保険料も控除されていたのに年金記録

に反映されていないので訂正願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間⑫から⑰までの期間の標準賞与額の相違について

申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、標準賞与額を改定

又は決定し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控

除していたと認められる厚生年金保険料額及び賞与額のそれぞれに見合

う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

    したがって、申立人から提出された賞与支払明細書において確認でき

る厚生年金保険料控除額又は賞与支給総額から、申立人のＡ社における

当該期間の標準賞与額の記録を、平成 16 年７月 28 日は 40 万円、同年

12 月 28 日及び 17 年７月 28 日は 38 万 9,000 円、同年 12 月 28 日及び

18 年７月 28 日は 38 万円、同年 12 月 28 日は 37 万 1,000 円とすること

が妥当である。 

    なお、申立人の当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行

については、事業主からの回答は得られないが、事業主が当該期間の賞

与支払届を提出したにもかかわらず、社会保険事務所（当時）が複数回

にわたりこれを記録しないことは考え難いことから、事業主が当該期間

の賞与額について届出をせず、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、当該期間の保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

  ２ 申立期間①については、オンライン記録において、申立人のＢ社にお

ける厚生年金保険の加入記録は、資格取得日が昭和 57 年５月１日、資

格喪失日は同年 10 月 20 日となっているところ、申立人は、当時、勤務

地周辺にあった大規模な火事について記憶していること、及び元同僚の



 

証言から、当該事業所に当該資格取得日以前から勤務していたことは推

認できる。 

    しかしながら、複数の元同僚は、「同社は、１年くらいの見習期間が

あったと思う。すぐには正社員とはしなかった。」、「入社から正社員

となる期間は、従業員によって異なっていた。」と供述している。 

    また、当該事業所の当該期間当時の経理担当者は、「従業員からの保

険料控除額と社会保険事務所からの請求額を毎月突合していたので、加

入届を提出していない者から保険料を控除することは絶対無い。」と供

述している上、当該事業所は、当時の資料が無いため、申立人の勤務期

間、保険料控除等について不明と回答している。 

    このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ 申立期間②については、申立人と同じＤ（職種）グループの班長とし

て申立人が氏名を挙げた元同僚の証言から、申立人がＣ社に勤務してい

たことは推認できる。 

    しかしながら、当該期間当時の経理担当者は、「Ｄ（職種）の出入り

が多かったので、入社後すぐ厚生年金保険に加入する者はいなかった。

数か月の試用期間があったが、加入届出をしていない者から保険料を控

除することはあり得ない。」と供述している。 

    また、Ｃ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなく、当時の事業

主は、「資料が無いため、申立人の勤務実態や厚生年金保険の届出につ

いては不明である。」と回答している。 

    さらに、オンライン記録において、当該事業所で申立期間②における

健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ４ 申立期間③については、申立人は、「昭和 59 年１月から同年６月１

日までの期間についてもＥ社に勤務していた。」と主張しているが、当

該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではない上、当時の事業主に

照会しても回答は得られず、複数の元同僚から聴取しても、申立人が勤

務していたことは推認できるものの、申立人の勤務期間を特定すること

ができない。 

    また、元同僚の証言から、当時の従業員数は 60 名程度と思われるが、

当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、昭和 59 年

６月１日当時の被保険者は 32 名、60 年１月１日当時の被保険者は 25

名であることが確認でき、厚生年金保険に加入していない従業員が存在

していたと考えられる上、当時の給与担当者は「給与計算の際、従業員

の中でも厚生年金保険料を控除する人と控除しない人がいた。」、「Ｄ

（職種）の人は出入りが激しかったので入社してすぐ厚生年金保険に加



 

入はしていなかったようだ。入社から加入までの期間も人によって違う

と聞いたことがある。」と供述している。 

    このほか、申立人の申立期間③における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ５ 申立期間⑤については、オンライン記録では、申立人のＧ社における

厚生年金保険の加入記録は、被保険者資格取得日が昭和 63 年１月 16 日、

資格喪失日は平成２年９月１日となっているところ、複数の元同僚の証

言から、申立人は、当該事業所に当該資格取得日以前から勤務していた

ことは推認できる。 

    しかしながら、申立人のＧ社における雇用保険の被保険者資格取得日

は、厚生年金保険の被保険者資格取得日と一致しており、申立人と同日

に厚生年金保険被保険者の資格を取得している２名及びその前後に資格

を取得している６名共、雇用保険の資格取得日と厚生年金保険の資格取

得日は一致していることから、当該事業所は、当時厚生年金保険と雇用

保険の資格取得手続は同時に行っていたものと考えられる。 

    また、当該事業所の元事業主は、「グループ会社の厚生年金保険の手

続等については本部で一括管理していたため、申立人の勤務期間や厚生

年金保険の届出等については不明である。」と回答している。 

    一方、申立人が提出したＩ区長発行の昭和 63 年度「課税証明書」に

ついて、申立人は、「会社が給与支払報告書を区役所に提出したのは社

会保険料を控除していたからである。」と主張しているが、給与支払報

告書は、給与の支払いをする事業所が提出を義務づけられているもので

ある。 

    このほか、申立人の申立期間⑤における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ６ 申立期間⑥については、Ｆグループ会社の会長及び複数の元同僚の証

言から、申立人が当該期間において、Ｆグループ会社に継続して勤務し

ていたことが推認できるとともに、申立人が保有する平成９年分及び

11 年分給与所得の源泉徴収票により、当該年にＡ社に勤務していたこ

とは認められる。 

    しかしながら、平成９年分給与所得の源泉徴収票における社会保険料

控除額は、当時の雇用保険料の金額にほぼ一致し、11 年分給与所得の

源泉徴収票における社会保険料控除額は、同年における厚生年金保険加

入期間の厚生年金保険料及び健康保険料に１年間の雇用保険料を加えた

金額よりも低額であることから、当該期間の厚生年金保険料が控除され

ていたとは考え難い。 

    また、当該期間は国民年金保険料の納付済期間であり、申立人は、国

民年金の加入手続や保険料の納付について、「私自身は手続をしていな

い。会社の担当者が行ったのではないか。」と主張しているが、申立人



 

と同様にＦグループ内でＨ社からほかの事業所に異動したと申立人が述

べている３名は、オンライン記録において、いずれも当該期間に厚生年

金保険の加入期間が無く、３名のうち当時 60 歳未満であった元同僚は、

「会社から国民年金に変えてくれと言われた。」と供述しており、当該

元同僚も国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

    このほか、申立人の申立期間⑥における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ７ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①から③、⑤及び⑥に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めるこ

とはできない。 

 

  ８ 申立人は、申立期間④及び⑦から⑪までの期間の標準報酬月額及び標

準賞与額の相違について申し立てているが、特例法に基づき、標準報酬

月額及び標準賞与額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額、賞与額のそれぞれに基づく標準報酬月額及び標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準報酬月額及び標準賞与額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

 

  ９ 申立期間④については、申立人は「毎月 50 万円以上の収入を得てい

た。」と主張しているが、申立人のＥ社における健康保険厚生年金保険

被保険者名簿の標準報酬月額とオンライン記録上の標準報酬月額との

齟齬
そ ご

はなく、不自然な訂正処理等が行われた形跡も無い上、当該被保険

者名簿で申立人と同日及びその前後に厚生年金保険被保険者の資格を取

得している複数の男性従業員の標準報酬月額は、申立人とほぼ同額であ

る。 

    また、申立期間⑦から⑨までの期間については、申立人は「当時の年

収からすると、厚生年金保険の標準報酬月額は、上限額の 62 万円であ

るはずである。」と主張しているところ、申立人が保有する平成 12 年

11 月及び 15 年１月の給与明細書及び平成 13 年分源泉徴収簿兼賃金台

帳では、当該期間の標準報酬月額以上の給与が支給されていることは確

認できる。 

    しかしながら、平成 12 年 11 月及び 13 年１月から同年 10 月までの各

月の厚生年金保険料控除額 8,510 円は、当該期間の標準報酬月額９万

8,000 円に相当する保険料額と一致しており、15 年１月の厚生年金保険

料控除額４万 3,375 円は、当該期間の標準報酬月額 50 万円に相当する

保険料と一致している。 

    また、平成 15 年３月及び 16 年５月の給与明細書の厚生年金保険料控



 

除額４万 3,375 円及び２万 9,876 円は、それぞれ標準報酬月額 50 万円

及び 44 万円に相当する保険料額と一致する。 

    さらに、平成 11 年分及び 13 年分から 18 年分までの給与所得の源泉

徴収票の社会保険料等の控除額を検証すると、当時の標準報酬月額に相

当する健康保険料（介護保険料を含む。）及び厚生年金保険料に雇用保

険料を加えた額であり、そのうち平成 16 年から 18 年までは申立人が所

持する賞与明細書の各控除額を加算した額にほぼ一致する。 

    一方、申立期間⑧のうち、平成 15 年６月１日から同年９月１日まで

の期間については、給与明細書において控除が確認できる厚生年金保険

料がオンライン記録における標準報酬月額（50 万円）に見合う保険料

額を超えているものの、当該期間の支給報酬額はいずれも 43 万円であ

り、オンライン記録上の標準報酬月額を下回っていることが確認できる

ことから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは

行わない。 

    また、申立期間⑩及び⑪について、申立人は、「Ａ社において、平成

15 年から 18 年まで年２回支給された賞与から厚生年金保険料が控除さ

れていた。」と主張しているが、同社の元同僚は、「私は、16 年から

18 年までの年２回の賞与から厚生年金保険料が控除されていたので第

三者委員会に申立てを行い、記録が訂正された。15 年には賞与の支払

いは無かった。」と供述している上、当該事業所の元経理担当役員は、

「15 年は賞与としての支給は無かったと思う。16 年から 18 年までは各

年２度の賞与から厚生年金保険料を控除していたが、社会保険事務所に

は届出を行っていなかった。」と回答している。 

    さらに、事業主に照会しても回答は得られないため、当該期間につい

て、申立人の主張するとおりの標準報酬月額及び標準賞与額に基づく厚

生年金保険料が控除されたか否かについて確認できない。 

    このほか、当該期間において申立人の主張するとおりの標準報酬月額

及び標準賞与額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

上記申立期間について申立人が主張するとおりの標準報酬月額及び標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されていたと認める

ことはできない。



 

千葉厚生年金 事案 3259 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における資格喪失日は昭和 43 年４月 21 日であると認めら

れることから、厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正する

ことが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、２万円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年３月 21 日から同年４月 21 日まで 

    私のＡ社での厚生年金保険の加入記録を見ると、昭和 42 年４月１日

から 43 年３月 21 日までとなっているが、企業年金連合会の「裁定請求

書」による私のＢ企業年金基金の加入記録では、43 年１月１日から同

年４月 21 日までとなっているので、資格喪失日について調査してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の事業主回答から、申立人は申立期間においてＡ社に継続して勤務

し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

   また、社会保険事務所（当時）の記録では、申立人の厚生年金保険被保

険者資格の喪失日は昭和 43 年３月 21 日となっているが、Ｂ企業年金基金

及び企業年金連合会によれば、申立人の厚生年金基金の加入記録は同年１

月１日から同年４月 21 日までとなっている。 

   さらに、Ａ社の社会保険担当者は、「申立期間に係る厚生年金保険料を

納付した。」と回答しており、当該担当者及びＣ健康保険組合担当者は、

その理由として、「Ｂ企業年金基金及びＣ健康保険組合は同一事務所内に

あり、各グループ会社からの届出を社会保険事務所への届出を含めて同時

に処理しているため。」と回答しているが、同基金の届出書が、複写式で

なかったとする事実も認められない。 



 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、昭和 43 年４月 21 日に申立人

がＡ社における厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険

事務所に行ったことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

43 年２月の社会保険事務所及びＢ企業年金基金の記録から、２万円とす

ることが妥当である。



 

千葉厚生年金 事案 3260 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間のうち、Ａ社Ｂ事業所における資格取得日は昭和 19

年 10 月１日、資格喪失日は 20 年８月２日であると認められることから、

当該期間に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録

を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、50 円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18 年７月 16 日から 20 年８月２日まで 

    私は、高等小学校二年卒業後、昭和 18 年７月にＣ市のＡ社Ｂ事業所

に入社し、Ｄ（作業）をして、終戦直前の 20 年７月末まで在籍したが、

この期間の厚生年金保険の被保険者記録が無いので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された社員名簿により、申立人は、申立期間において当該

事業所に勤務していたことが確認できる。 

   また、Ａ社Ｂ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金

保険被保険者台帳において、申立人の旧姓と同姓同名で、生年月日が同一

の者が１名確認できるところ、当該事業所が保有している社員名簿及び

「年金資格取得・喪失記録台帳」に記載されている申立人の記号番号が上

記被保険者名簿及び台帳に記載されている厚生年金保険記号番号と一致し

ていることから、当該被保険者名簿及び当該台帳は申立人の記録と認めら

れる。 

   さらに、申立人の上記被保険者名簿及び台帳において厚生年金保険の被

保険者資格の取得日は、昭和 19 年６月１日と記載されているが、喪失日

が記載されておらず、オンライン記録においても厚生年金保険被保険者資

格の取得日が同年 10 月１日と記録されているが資格喪失日が記録されて

いないことが確認できるものの、Ａ社から提出された社員名簿には、退職



 

年月日は 20 年８月１日と記載されていることが確認できることから、申

立人の厚生年金保険の被保険者資格喪失日は翌日と推認できる。 

   一方、申立期間のうち、昭和 18 年７月 16 日から 19 年９月 30 日までの

期間については、厚生年金保険法（昭和 19 年法律第 21 号）の施行に伴い、

女子が同法の適用対象とされ、厚生年金保険料の徴収が開始される以前の

期間であり、当時の労働者年金保険法（昭和 16 年法律第 60 号）によれば、

女子は同法における被保険者となり得ない期間である。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 19 年 10 月１日

に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、20 年８月２日に資格を喪失し

た旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められる 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ事業所にお

ける上記厚生年金保険被保険者名簿の記録から、50 円とすることが妥当

である。



 

千葉厚生年金 事案 3261 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 15 年７月 28 日及び 16 年 12 月 15 日

について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準賞

与額に係る記録を、15 年７月 28 日は 22 万 3,000 円、16 年 12 月 15 日は

24 万 5,000 円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月 28 日 

             ② 平成 16 年７月９日 

             ③ 平成 16 年 12 月 15 日 

    私の厚生年金保険の被保険者記録を確認したところ、申立期間におい

て賞与の支給がされたにもかかわらず年金記録に反映されていないこと

が判明した。調査の上、年金記録を訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①及び③については、申立人から提出された当該期間に係る

賞与明細書及びＡ社が保有する平成 15 年分及び 16 年分の給与所得に対

する所得税源泉徴収簿から、申立人は、当該期間において、標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められることから、申立人の当該期間の標準賞与額については、平成

15 年７月 28 日は 22 万 3,000 円、16 年 12 月 15 日は 24 万 5,000 円とす

ることが妥当である。 

    なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は「当時の資料が無く不明である。」と回答しており、このほか

に確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 



 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの賞与の支払いに係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人から提出された預金通帳及びＡ社が保

有する平成 16 年分給与所得に対する所得税源泉徴収簿から、賞与の支

給があったことは認められる。 

    しかしながら、事業主は、「当該期間における厚生年金保険料は控除

していない。」と回答しており、上記源泉徴収簿によると保険料が控除

されていなかったことが確認できる。 

    このほか、申立人の当該期間における保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間②について、申立人が主張するとおりの標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。



 

千葉厚生年金 事案 3262 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 33 年７月２日から 34 年４月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

33 年７月２日、資格喪失日に係る記録を 34 年４月１日とし、当該期間の

標準報酬月額を 5,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年４月１日から 34 年４月１日まで 

    私は、昭和 33 年３月に中学校を卒業してすぐに、学校から紹介され

たＡ社に就職し、34 年３月まで勤務した。私と同じ中学校から一緒に

同社に就職した元同僚には厚生年金保険の加入記録があるのに、私の厚

生年金保険の加入記録が無いことは納得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   元同僚の証言から、申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたこと

は推認できる。 

   また、申立人と中学校の同級生で昭和 33 年４月に当該事業所に就職し、

同じ業務に従事していたと証言する元同僚は、当該事業所の健康保険厚生

年金保険被保険者名簿により、同年７月２日に厚生年金保険被保険者の資

格を取得し、35 年１月 18 日に資格を喪失していることが確認できる上、

申立人から提出された、当該事業所において撮影したとされる写真におい

て申立人が氏名を挙げた同学年の元同僚は、全員が 33 年７月２日付けで

厚生年金保険被保険者の資格を取得していることが確認できることから、

当該事業所において、申立人と同時期に入社したほとんどの従業員は、厚

生年金保険に加入していたと考えられる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 33 年



 

７月２日から 34 年４月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人の元同僚の標準報酬

月額の記録から、5,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、申立期間の被保険者名簿の整理番号に欠番が見当た

らないことから、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われた

とは考えられない上、資格の取得及び喪失のいずれの機会においても社会

保険事務所が申立人に係る届出を記録していないとは通常の事務処理では

考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の取得及び喪失に係

る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭

和 33 年７月から 34 年３月までの保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

   一方、申立期間のうち、昭和 33 年４月１日から同年７月１日までの期

間については、申立人と中学校の同級生及び隣接する他中学校の卒業生で

同年４月に当該事業所に就職し、同じ業務に従事していた同年代の複数の

元同僚が、同年７月２日に厚生年金保険被保険者の資格を取得しているこ

とから、当該事業所は入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いでは

なく、相当期間経過後に加入させていたことがうかがえる。 

   このほか、申立人の当該期間に係る保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 3329 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年４月から 58 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年４月から 58 年３月まで 

    私は、昭和 49 年３月に会社を退職後、夫が自営業者で国民年金の被

保険者だったので、私も国民年金の加入手続をＡ市又はＢ市で行い、い

つも夫婦二人分の国民年金保険料を納付していた。申立期間の一部につ

いては、義姉と一緒に夫婦二人分の保険料を納付したのに、未納とされ

ていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 49 年３月に会社を退職後、国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付したと申述しているところ、申立人の国民年金手帳

記号番号は、前後の任意加入者の資格取得日から、58 年５月頃に払い出

され、同時期、国民年金の加入手続を行ったことが推認され、加入時点に

おいて、申立期間の過半は時効により保険料を納付できない期間である上、

オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索

システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払い出され

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続はＡ市又はＢ市で行ったと申述し

ているところ、申立人の所持する年金手帳の国民年金手帳記号番号欄には

「Ｃ市」の印が押されている上、年金手帳交付時の住所欄にはＣ市在住時

の住所が記載されていることから、申立人がＡ市又はＢ市において国民年

金の加入手続を行ったとは考え難い。 

   さらに、申立期間は、108 か月と長期間である上、申立期間の一部期間

について、保険料を一緒に納付したとする申立人の義姉は既に亡くなって

おり保険料の納付状況について証言を得ることができない。 



  

   加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。



  

千葉国民年金 事案 3330 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年７月から 47 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年７月から 47年３月まで 

    私は、事業所に勤めているときに、社長から、「20 歳になったら国民

年金に加入した方が良い。」と言われ、Ａ区Ｂ出張所で国民年金の加入

手続を行った。国民年金保険料は同出張所で印紙を買い国民年金手帳に

貼り、納付した。領収書は無いが、同手帳の昭和 46、47 及び 48 年の印

紙検認台紙のページには検認の割り印が押してあるのに、申立期間につ

いて未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になったときに、Ａ区Ｂ出張所で国民年金の加入手続を

行ったと申述しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人

が所持する国民年金手帳に記載された発行日及び申立人の前後の被保険者

の納付記録から、昭和 47 年４月から同年７月頃までに申立人の元妻と連

番で払い出され、同時期に国民年金の加入手続を行ったことが推認できる

ことから、申立人の申述と相違する上、加入時点において、申立期間のう

ち少なくとも 44 年７月から 45 年３月までの国民年金保険料は時効により

納付することはできない。 

   また、国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、

申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当

たらない。 

   さらに、申立人は申立期間当時、Ａ区Ｂ出張所で国民年金の印紙を購入

し、保険料を納付したと申述しているが、同区は、昭和 44 年７月から 45

年３月までは区職員による集金が行われており、同年４月以降は納付書に

よる納付方法に変更したと回答しており､同区における申立期間当時の保



  

険料の納付方法は、申立人が申述する方法とは異なっていることから、申

立期間の保険料の納付状況は不明である。 

   加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く､ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。



  

千葉国民年金 事案 3331 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年 10 月から 46 年７月までの期間及び 51 年 12 月から

52 年６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年 10 月から 46 年７月まで 

             ② 昭和 51 年 12 月から 52 年６月まで 

    私の国民年金は、昭和 46 年９月頃に姉がＡ区役所で加入手続を行い、

45 年 10 月から 46 年７月までの国民年金保険料をまとめて納付し、そ

の後国民年金手帳を私に渡してくれた。また、51 年 12 月から 52 年７

月までは失業保険を受給していたので、自分で保険料を納付しているは

ずであり申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人は、昭和 46 年９月頃、姉が申立人の

国民年金の加入手続を行い、申立期間①の国民年金保険料を一括して納

付したと主張しているところ、申立人の姉は、申立人の国民年金の加入

手続の時期、納付先、納付金額等を具体的に記憶していないため、申立

人の国民年金の加入手続状況及び申立期間①の保険料の納付状況は不明

である。 

    また、申立人の所持する国民年金手帳に発行日が昭和 46 年９月３日

と記載されており、同日に申立人の加入手続が行われたものと推認され

るところ、国民年金被保険者の資格取得日が当初 44 年４月６日と記載

されており、加入手続を行った時点では、同年４月から申立期間①の一

部を含む 46 年３月まではＡ区で現年度保険料を納付することはできな

い期間であった。 

    さらに、Ａ区の保管する申立人の国民年金索引票によれば、申立期間

①に係る国民年金被保険者の資格喪失日である昭和 46 年８月 18 日は厚



  

生年金保険の記録が確認された同年 12 月 28 日に資格喪失処理が行われ

たことが記載されていることから、申立期間①は少なくとも同日以降に

国民年金被保険者期間として確定したものと推認され、申立人が主張す

る加入手続時点で一括納付することは想定し難い。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人は昭和 49 年３月 16 日に厚生年金保険

の被保険者資格を取得したことにより国民年金の被保険者資格を喪失し

ているため、国民年金保険料を納付するためには、Ａ区において国民年

金被保険者の資格取得の手続を行う必要があったが、申立人は同区で国

民年金の加入手続を行った記憶は無いと述べている上、保険料の納付方

法、納付金額等を記憶していないため、申立期間②に係る国民年金の加

入手続及び保険料の納付状況は不明である。 

    また、戸籍謄本により、申立人は申立期間②中の昭和 52 年３月＊日

に婚姻したことが確認できるところ、申立人の所持する国民年金手帳に

は、婚姻後の氏名変更及び住所変更がＢ市に転入した 55 年 10 月に行わ

れており、申立期間②の保険料納付の前提となる国民年金の諸手続が申

立期間②当時に行われた事情はうかがえない。 

 

  ３ オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿

検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記号番

号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立期間

①及び②の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）は無く、ほかに申立期間①及び②の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付してい

たものと認めることはできない。



  

千葉国民年金 事案 3332 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年７月から 60 年３月までの期間及び平成元年４月から

同年６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 55 年７月から 60 年３月まで 

             ② 平成元年４月から同年６月まで 

    私は、昭和 40 年中頃から平成３年頃まで病気のため入退院を繰り返

していたが、退院をした際に国民年金保険料をその都度まとめて納付し

ていた。申立期間の保険料は全て納付していたはずなので確認してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、57 か月と長期間であり、Ａ市の保管する申

立人の国民年金被保険者名簿においても未納と記録されており、特殊台

帳及びオンライン記録とも一致している。 

    また、申立人は、国民年金保険料の納付時期、納付場所、納付金額を

具体的に記憶していないため、申立期間①の保険料の納付状況は不明で

ある。 

    さらに、申立人は当時同居をしていた義姉と一緒に保険料を納付した

ことがあると述べているところ、義姉の記録は申立期間①について未納

及び未加入期間が散見され、同記録からは、申立人の申立期間①の保険

料を納付していたことの事情を見いだすことはできない。 

 

  ２ 申立期間②については、オンライン記録によれば、申立期間②直前の

昭和 63 年７月から平成元年３月までの保険料が２年５月９日に一括で

過年度納付された後、申立期間②直後の元年７月から３年３月までの保

険料が、同年８月 27 日に一括で過年度納付されたことが確認できるこ



  

とから、当該納付を行った同年８月の時点では、申立期間②の保険料は

時効により納付することができなかった事情がうかがえる。 

 

  ３ 申立期間①及び②について、オンラインシステムによる氏名検索及び

国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立

人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情

は見当たらない上、保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①及び②の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的

に判断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付して

いたものと認めることはできない。



  

千葉国民年金 事案 3333 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 11 年 10 月から 12 年３月までの国民年金保険料について

は、納付又は免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 54 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 11 年 10 月から 12 年３月まで 

    私が 20 歳になったとき、父から国民年金の加入を勧められ、母が加

入手続を行って国民年金保険料を納付した。私は、当時大学生であった

ため、申立期間の保険料は母が納付していたか、あるいは保険料の免除

申請を行っていたはずであり、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は申立期間の国民年金諸手続及び国民年金保険料納付に直接関与

していない上、申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付を行ったとす

る申立人の母は、保険料を１回は納付したが、その後、保険料は納付せず、

申立人に後のことは自分で決めて区役所に行くよう指示したと述べている。 

   また、申立人は、「保険料の免除申請をするかどうか考えたが申請して

いないかもしれない。」と述べており、申立期間の保険料の免除申請が行

われたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立期間の保険料を納付又は保険料が免除されていたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書、保険料免除申請書控等）は無く、ほか

に申立期間の保険料を納付又は免除されていたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

   加えて、申立人の国民年金の加入手続が行われたのは、平成９年１月の

基礎年金番号導入後であり、保険料の収納事務の電算化が図られた後であ

り、年金記録事務における事務処理の機械化が促進されており、記録漏れ、

記録誤り等が生じる可能性は少ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人の申立期間の国民年金保険料は、納付又は免除されてい

たものと認めることはできない。



  

千葉国民年金 事案 3334 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63 年４月から同年６月まで 

    私は、昭和 63 年３月に専門学校を卒業し、同年４月からＡ事業所に

就職をした。３か月の試用期間後に正式採用となったので、国民健康保

険の切替手続のため同年７月にＢ市役所Ｃ支所に行った際、窓口の職員

から申立期間の国民年金保険料が未納であることを教示されたので、手

持ちのお金でその日のうちに同窓口で保険料を納付した。申立期間が未

納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は昭和 63 年７月に国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民

年金保険料を納付したと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号

番号は、平成７年１月 26 日に社会保険事務所（当時）からＢ市に払い出

された手帳記号番号の一つであることから、申立人の加入手続は同日以降

に行われ、この際、専門学校を卒業後の強制被保険者となる昭和 63 年４

月１日に遡って国民年金の被保険者資格を取得したものと推認され、加入

手続の時点では、申立期間は時効により保険料を納付することができない

期間である。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人は年金手帳の交付時期、申立期間の保険料の納付方法及

び納付金額を具体的に記憶していないため、申立期間の国民年金の加入手

続状況及び保険料の納付状況は不明である。 

   加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、



  

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。



  

千葉国民年金 事案 3335 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54 年６月から 57 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年６月から 57 年３月まで 

    私の国民年金は、昭和 57 年８月頃、Ａ市役所で夫が加入手続を行い、

同年４月からの国民年金保険料を納付した。その時、同市役所の職員に

申立期間の保険料をまとめて納付すれば、将来、年金を満額受け取るこ

とができると言われ、申立期間の保険料 13 万 2,240 円を一括で納付し

たはずなので、申立期間の記録を確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、夫が昭和 57 年８月頃に国民年金の加入手続を行い、その際、

54 年６月から 57 年３月までの国民年金保険料を一括納付したと主張して

いるところ、Ａ市の保管する申立人の国民年金被保険者名簿において国民

年金の加入手続が同年 12 月７日に行われたことが記録されており、この

時点で、申立期間のうち 55 年９月以前の期間は時効により保険料を納付

できない期間である。 

   また、同被保険者名簿の検認記録によれば、昭和 58 年度の保険料が 58

年４月に前納されたことが記録されており、同年４月頃までに 57 年度及

び 58 年度の国民年金保険料合計 13 万 910 円が納付されたと推認できるも

のの、申立期間は未納と記録されており、オンライン記録とも一致してい

ることから、申立人が一括納付したとの主張はこの時の納付の記録である

と考えられる。 

   さらに、申立人の保険料を納付したとする申立人の夫は、申立期間の保

険料をＡ市の窓口で一括納付したと述べているが、同市保険年金課は、当

時、過年度保険料を市の窓口で扱うことはなく、過年度保険料の納付書の

交付は社会保険事務所（当時）に依頼していたと回答している。 



  

   加えて、申立期間は 34 か月と長期間であり、保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。



  

千葉国民年金 事案 3336 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年４月から９年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年４月から９年３月まで 

    私は、平成７年 11 月に国民年金に加入したが、専門学生であったた

め母が国民年金保険料の免除申請を行い、８年３月までは申請免除期間

とされているが、申立期間については保険料の免除申請をしたのに申請

免除期間とされていないので、調査の上、申請免除期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、オンライン記録において平成７年 11 月から８年３月までの

期間が国民年金保険料の申請免除期間として記録されているところ、同年

４月から９年３月までの申立期間についても、申立人の母が免除申請を行

ったと主張しているが、申立期間についての免除記録は確認できない。 

   また、申立人は免除申請手続に直接関与しておらず、申立人の国民年金

の加入手続及び免除申請手続を行ったとする申立人の母からは、免除申請

手続及び免除承認結果について具体的な供述が得られず、申立期間の免除

申請の手続状況は不明である。 

   さらに、申立期間の保険料が免除されていたことを示す関連資料（免除

申請書、免除承認通知等）は無い上、オンライン記録によれば、平成９年

７月７日及び 10 年７月７日に納付書作成記録があることから、申立期間

の保険料が免除されていたとは考え難い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。



  

千葉国民年金 事案 3337（事案 1681 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 39 年３月までの期間及び 59 年２月から同

年９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 39 年３月まで 

             ② 昭和 59 年２月から同年９月まで 

    私は、昭和 60 年頃Ａ郡Ｂ町（現在は、Ｃ市）の役場の職員が来訪し、

今、国民年金保険料を 20 万円納付すれば、年金が支給されるようにな

ると説明され、納付した。前回の申立てにより、一部期間については記

録が訂正されたが、申立期間①及び②の記録が訂正されなかったことは

納得できないので、再度審議してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立期間①については、申立人

の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 39 年５月８日の時点では、

37 年３月以前の期間は時効により納付できない上、申立人が納付したと

主張する 60 年以降においては特例納付期間中ではなく、国民年金保険料

を納付することができないこと、ⅱ）申立期間②については、申立人の妻

の納付記録も未納となっていること、ⅲ）保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無いことなどを理由に、既に当委

員会の決定に基づき平成 21 年 10 月 14 日付けで年金記録の訂正は必要で

ないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、前回の審議結果に納得できないとして再申立てを行っ

ているが、新たな資料や情報は提出されず、そのほかに当委員会の当初の

決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期

間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。



  

千葉国民年金 事案 3338 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年６月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50 年６月から 61 年３月まで 

    昭和 50 年６月頃に、父が国民年金の加入手続を行い、申立期間の国

民年金保険料を、町内の納税組合を通じて納付してくれていたのに、申

立期間の保険料が未納とされていることは納得できないので、調査して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、父が国民年金の加入手続を行ってくれたと主張するところ、

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 61 年２月に社会保険事務所（当

時）からＡ市に払い出された手帳記号番号の一つである上、Ａ市が保管す

る申立人の国民年金被保険者名簿には「61.４.17 資格取得受付」と記載

されていることから、申立人は同年４月頃に国民年金の加入手続を行った

と推認でき、申立人の主張とは相違している。 

   また、国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、

申立期間の国民年金保険料を納付する前提となる別の手帳記号番号が払い

出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与し

ておらず、加入手続及び保険料納付を行ったとする申立人の父は、加入手

続及び保険料額についての記憶が曖昧であり、申立期間の保険料の納付状

況等は不明である。 

   加えて、申立人の父が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。



  

千葉国民年金 事案 3339 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和50年９月から56年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年９月から 56 年１月まで 

    私は、昭和50年11月に結婚してＡ市に転居した際「国民年金の保険料

を納付するように」との通知が届いたので、同年９月から同年11月まで

の国民年金保険料は遡って納付し、同年12月から51年３月までの保険料

はまとめて納付した。 

    また、昭和51年度からはＢ銀行Ｃ支店で毎年１年度分ずつまとめて保

険料を納付し、その年額は１万3,200円だったことを記憶しているのに、

未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する年金手帳には、昭和56年２月28日にＡ市において国民

年金に任意加入していることが記載されており、オンライン記録及びＡ市

の保管する被保険者名簿とも一致していることが確認できることから、申

立期間は国民年金に未加入の期間であり、制度上、国民年金保険料を納付

することはできない期間である。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。



  

千葉国民年金 事案 3340 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年１月から２年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年１月から２年 12 月まで 

    私は、厚生年金保険の適用会社を退職してから年金加入期間に空白期

間ができてしまったため、母がＡ市役所Ｂ支所に相談に行ったところ、

窓口の男性職員から、「２年以内なら大丈夫です。」と言われ、申立期

間の国民年金保険料を金融機関で納付したのに未納とされているので年

金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により

平成４年 12 月 10 日にＣ社会保険事務所（当時）からＡ市に払い出された

2,000 件の番号のうちの一つであることが確認でき、申立人の手帳記号番

号の前後の第３号被保険者の該当処理日及び第１号被保険者の過年度保険

料納付日により、申立人は５年２月に国民年金の加入手続を行ったものと

推認される上、オンライン記録により、３年１月から同年３月までの国民

年金保険料が過年度納付されていることが確認できることから、申立人は

このとき同年１月以降の２年分の保険料を遡って納付したものと考えられ

る。 

   また、申立期間は加入手続を行った平成５年２月時点において納付の時

効が到来しており、制度上、保険料を納付することはできず、オンライン

システムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムに

よる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人の加入手続及び申立期間の保険料納付を行ったとする申

立人の母の申述は明確ではなく、申立期間の保険料を納付していたことを



  

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉厚生年金 事案 3263 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 56 年 12 月 30 日から 57 年１月１日まで 

    私は、昭和 39 年８月にＡ社に入社し、56 年 12 月末日まで継続して

勤務した。給与は月末払の月給制であり、同年 12 月分の給与も同年 12

月 31 日に郵便局に預け入れており、同日まで勤務していたことは間違

いない。それにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無

いことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主（申立人の長兄）は、申立人に対して「昭和 56 年 12 月末日で退

職してくれと伝えたかどうか記憶が無い。」と供述している上、事業主及

び顧問先の税理士事務所は、「当時の厚生年金保険に係る関係資料は保存

していない。」と供述していることから、申立人が 56 年 12 月 31 日まで

勤務していたことを確認できない。 

   また、申立人が氏名を挙げた当時の取締役（申立人の次兄）は、「申立

期間当時、私は工場を担当しており、経理には関与していなかったため、

申立人の当時の社会保険等の状況は不明である。」と供述している。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3264 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年４月１日から 43 年４月１日まで 

             ② 昭和 43 年８月１日から同年 11 月 20 日まで 

             ③ 昭和 44 年６月 20 日から 45 年５月１日まで 

             ④ 昭和 45 年 11 月１日から 46 年３月１日まで 

             ⑤ 昭和 48 年１月 26 日から 49 年１月 26 日まで 

             ⑥ 平成元年２月 24 日から 11 年３月１日まで 

    私は、昭和 42 年４月から 43 年７月末日まで、同年８月から 44 年６

月 20 日まで及び同年６月 20 日から 46 年２月末日までの期間、それぞ

れＡ区ＢのＣ社（Ｄ社がＥ（作業）の営業許可を取得するために設立し

た会社）、Ｆ社及びＧ社に正社員として勤務していた。 

    また、46 年３月１日から 49 年１月 26 日までは、Ｈ市Ｉ（当時）の

Ｊ社に正社員として勤務し、62 年２月 21 日から平成 11 年２月末日ま

では、Ｈ市Ｋ（当時）のＬ社に在籍し、Ｍ社に出向していた。 

    これら５か所の事業所に勤務したが、いずれも申立期間の厚生年金保

険の加入記録が欠落していることは納得できないので、訂正してほしい｡ 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、Ｃ社は昭和 43 年３月１日に厚生年金保険の

適用事業所となっており、申立期間の大部分は、適用事業所になる前の

期間である。 

    また、申立人が氏名を挙げた元同僚２名は、｢申立人がいつからいつ

まで勤務していたかは覚えていない。」と供述しており、申立人の勤務

期間について特定できない。 

    さらに、上記元同僚２名は、オンライン記録により、いずれもＤ社及



びＣ社において厚生年金保険の被保険者資格を有するものの、その間に

約４か月の欠落期間が確認できるところ、いずれも「両社は同じ会社で

あり、両社に継続して勤務していた。」と供述している。 

    加えて、Ｄ社において、当時、現場責任者であった元同僚は、「Ｄ社

及びＣ社において厚生年金保険の被保険者でなかった期間は、給与から

厚生年金保険料は控除されていなかった。」と供述している。 

    このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人が同期入社として氏名を挙げた元同僚

２名の証言により、申立人は、Ｆ社に勤務していたことは推認できる。 

    しかし、上記元同僚２名は、オンライン記録により、いずれも申立人

と同様に申立期間②に厚生年金保険の被保険者記録が確認できないこと

から、当該事業所では、申立期間②当時、従業員を入社と同時に厚生年

金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

    また、当該事業所は、「当時の関係資料が無く、申立人の厚生年金保

険の取扱いについては不明である。」と回答していることから、申立人

の申立期間②当時の厚生年金保険料の控除について確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ 申立期間③及び④については、申立人が氏名を挙げた元同僚２名の証

言により、申立人は、Ｇ社に勤務していたことは推認できる。 

    しかし、Ｇ社は、昭和 45 年５月１日に厚生年金保険の適用事業所と

なった後、同年 11 月１日に適用事業所でなくなっていることから、申

立期間③及び④は当該事業所が適用事業所ではない期間である。 

    また、上記元同僚２名は、オンライン記録により、いずれも申立人と

同様に申立期間③及び④に当該事業所において厚生年金保険の被保険者

資格を有していないことが確認できる上、ほかの元同僚１名は、「同社

は、Ｄ社が倒産した後に残った社員が作った会社であるが、経営がうま

くいかずに短期間で倒産した。」と供述している。 

    さらに、Ｇ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、

当時の事業主からの調査協力が得られなかったことから、申立人の申立

期間③及び④の保険料の控除について確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間③及び④における保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ４ 申立期間⑤について、申立人は、当時の元同僚の氏名を記憶していな



いため、Ｊ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

期間⑤に厚生年金保険の被保険者資格を有する９名を調査したところ、

回答があった５名のうち４名は、申立人のことを記憶していたものの、

勤務期間について具体的な証言を得ることができない。 

    また、Ｊ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、

当時の事業主からの調査協力が得られないことから、申立人の申立期間

⑤当時の保険料の控除について確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間⑤における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ５ 申立期間⑥については、雇用保険の加入記録により、申立人は、昭和

62 年２月 21 日にＬ社に入社し、平成元年２月 23 日に離職しているこ

とが確認でき、オンライン記録と符合する。 

    また、Ｌ社は、申立期間中の平成３年７月 11 日に経営実態が確認で

きないことから職権により厚生年金保険の適用事業所でなくなっている

ところ、当時の事業主は、「当社は、平成３年７月に倒産し、当時勤務

していた従業員は全員解雇した。また、当時の関係資料は無い。」と回

答していることから、申立人の勤務期間及び厚生年金保険料の控除につ

いて確認できない。 

    さらに、申立人が出向していたとするＭ社は、「申立人は、当社が業

務委託したＬ社の従業員で、当社で仕事をしていたが、徐々に出勤しな

くなった。会社は倒産したと記憶している。」と回答している。 

    このほか、申立人の申立期間⑥における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ６ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3265 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年 12 月 29 日から 63 年５月１日まで 

    私は、Ａ社の経営するＢ事業所で、昭和 62 年 12 月から土日だけＣ

（職種）を務めたが、同年 12 月 28 日に前の勤務先を退職し、同年 12

月 29 日からフルタイム社員のＣ（職種）として同社に勤務した。同社

における厚生年金保険の被保険者資格取得日が、昭和 63 年５月１日と

なっているので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録により、申立人は、昭和 63 年５月１日にＡ社にお

いて被保険者資格を取得していることが確認でき、オンライン記録と一致

する。 

   また、申立人と同じＣ（職種）であった元同僚二人は、「Ａ社に入社し

てから、相当期間経過後に厚生年金保険に加入させてもらった。厚生年金

保険に加入するまでの間は、国民年金保険料を納付していた。」と供述し

ているところ、オンライン記録により、いずれも、同社の入社日から厚生

年金保険に加入するまでの期間、国民年金に加入し、国民年金保険料を納

付していたことが確認できることから、当該事業所は、従業員を入社と同

時に厚生年金保険に加入させる取扱いではなったことがうかがえる。 

   さらに、Ａ社は既に解散し、厚生年金保険の適用事業所でなくなってい

る上、当時の関係書類の所在は不明であることから、申立人の申立期間当

時における保険料の控除について確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3266 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年１月１日から 30 年 10 月１日まで 

    私は、昭和 29 年１月１日にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社し、Ｃ（職

種）としてＤ（作業）に従事し、30 年９月末まで継続して勤務した。

この間、給与から厚生年金保険料を控除されていたので、29 年１月１

日から、私が同社を退職した 30 年９月末までの期間の厚生年金保険の

加入記録が無いことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、当時の同僚として 36 名の氏名を挙げているが、姓のみの記

憶のため個人を特定できないことから、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿において、申立期間に厚生年金保険の被保険者資格を有する

36 名を調査したところ、このうち７名は既に死亡しており、残りの 29 名

は所在不明であることから、申立人の申立期間当時の勤務実態について確

認できない。 

   また、Ｂ社は、「当社は、平成元年に事業所を移転したときに書類を処

分し、現在、申立期間当時に勤務していた者も在籍していないため、当時

の状況については不明である。」と回答していることから、申立人の申立

期間当時における厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   さらに、当該被保険者名簿において、昭和 27 年 12 月１日に厚生年金保

険の被保険者資格を取得した者の次に資格を取得した者の取得年月日は

40 年 10 月１日であることが確認できることから、当該事業所では、申立

期間を含めて約 13 年間にわたって資格取得の届出を行っていないと認め

られる。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3267 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年 11 月１日から 37 年６月１日まで 

    私は、昭和 34 年 11 月１日から 37 年５月末日までＡ事業所Ｂ事務所

Ｃ営業所に継続して勤務していた。申立期間において厚生年金保険料が

給与から控除されていたはずであるので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｄ（機関）Ｅ部から提出された申立人に係る人事記録により、申立人は、

申立期間に臨時雇用員及び試用員としてＡ事業所Ｂ事務所Ｃ営業所に勤務

していたことは確認できる。 

   しかし、Ａ事業所は、「規定」により、38 年 10 月１日から継続的雇用

を前提とする臨時職員を厚生年金保険の被保険者とする取扱いを開始して

いるところ、Ａ事業所Ｂ事務所が厚生年金保険の適用事業所になったのは

同年 10 月１日であり、申立期間は適用事業所になる前の期間である。 

   また、Ｄ（機関）は、「昭和 38 年９月以前の臨時雇用員や試用員につ

いては、当時、厚生年金保険に加入させていなかった。」と回答している。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   なお、臨時雇用員及び試用員は、昭和 40 年 10 月に導入された準職員制

度の制定により共済組合員の資格取得が可能となっているが、申立期間は、

資格取得が可能になる前の期間である。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3268 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年 10 月１日から 56 年８月１日まで 

    私は、給与が下がった経験が一度も無いにもかかわらず、申立期間の

標準報酬月額（30 万円）が直前の標準報酬月額（32 万円）を下回って

いることは納得できない。申立期間直後の標準報酬月額（34 万円）に

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された人事台帳（Ａ社交付）により、申立人は申立期間

前の昭和 55 年４月にＢ社（現在は、Ａ社）Ｃ支店Ｄ主任としてのＥ（作

業）の業務から、同社Ｃ支店Ｆ課主任に異動していることが確認できると

ころ、申立人は、「申立期間当時、Ｅ（作業）勤務からデスクワークに業

務が変更になったが、給与は変わらなかった。」と供述している。 

   しかし、Ａ社は、「申立期間当時の賃金台帳等の関係資料を保存してい

ない。」と回答していることから、申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を控除していたか否かについて確認できない。 

   また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人

の標準報酬月額の記録は、申立期間当初の昭和 55 年 10 月１日の定時決定

により 30 万円となり、申立期間期末の 56 年８月１日の随時改定によって

34 万円に改定されていることが確認できるところ、記録を訂正している

形跡は認められず、社会保険事務所（当時）の記録管理に不自然さは認め

られない。 

   このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3269 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 明治 43 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20 年 11 月１日から 21 年４月１日まで 

    私の父は、高等小学校卒業後にＡ社に入社し、退職するまで継続して

勤務し厚生年金保険料を給与から控除されていた。Ａ社において同社Ｂ

工場から同社Ｃ工場へ転勤した際の厚生年金保険の被保険者期間が欠落

しているので、申立期間について被保険者期間と認めてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の子が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社Ｂ工場で厚生年金保険被保険者の資格を取得している複数の元同僚

が「申立人のことを知っている。」と供述している上、そのうち１名は、

「申立人は、自分の代わりに昭和 20 年 11 月にＣ工場に転勤した。」と供

述していることから、申立人は同社Ｂ工場に同年 10 月まで勤務し、その

後、同社Ｃ工場に異動したことは推認できる。 

   しかしながら、Ａ社Ｃ工場で厚生年金保険被保険者の資格を取得してい

る 15 名に文書で照会し 11 名から回答が得られたが、申立人を知っている

者はおらず、申立人の申立期間における同社Ｃ工場での勤務実態等を確認

することはできない。 

   また、Ａ社Ｂ工場の複数の元同僚は、「同社Ｂ工場は、終戦直前の空襲

で全焼したため、男子従業員は、昭和 20 年 11 月頃から順次、同社のほか

の工場に移った。」と供述しているところ、同社Ｂ工場及び同社Ｃ工場の

健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人とほぼ同時期の 20 年

11 月 14 日に同社Ｂ工場で資格を喪失し、申立人と同じ 21 年４月１日に

同社Ｃ工場で資格を取得した者がいることが確認できる上、申立人及び当



該元同僚は、いずれも同社Ｃ工場での資格取得時に、新たな厚生年金保険

被保険者記号番号が払い出されていることが確認できる。 

   さらに、Ａ社は、「当時の資料が残っていないため、申立人の申立期間

における勤務の有無及び厚生年金保険料の控除については不明である。」

と回答している上、ほかに申立期間における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3270 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年２月から 41 年２月まで 

    私は、昭和 34 年２月にＡ事業所からＢ事業所（現在は、Ｃ（機

関））へ出向し、41 年２月までＤ（地名）に勤務したが、その期間の

厚生年金保険の加入記録が無い。一方、私の後任者にはＤ（地名）での

勤務期間の加入記録があり、同様の業務をしていながら私に加入記録が

無いことは納得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｃ（機関）から提出された申立人の人事記録により、申立人は、申立期

間においてＢ事業所に勤務していたことは確認できる。 

   しかしながら、Ｃ（機関）は、「設立以来の厚生年金保険被保険者の資

格取得届及び喪失届を保管しているが、申立人に係る届書は見当たらない

ことから、申立てどおりの資格取得及び喪失に関する届出を行わなかっ

た。」と回答している。 

   また、Ｃ（機関）は、「当時の賃金台帳、源泉徴収簿等の関連資料は保

管していない。」と回答している上、複数の元同僚に照会しても、申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について具体的な証言は得られ

ず、保険料の控除状況は不明である。 

   さらに、Ｂ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿を縦覧しても、

申立期間において資格を取得した被保険者の中に申立人の氏名は見当たら

ない。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3271 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 17 年４月１日から 18 年９月１日まで 

             ② 昭和 18 年 10 月１日から 19 年 12 月１日まで 

             ③ 昭和 21 年６月１日から 23 年 10 月１日まで 

    私の夫は、Ａ社又は船舶運営会を船舶事業主とする船舶である「Ｂ

丸」に昭和 17 年４月から 18 年８月まで、「Ｃ丸」に同年 10 月から 19

年 11 月まで、及び「Ｄ（船名）」に 21 年６月から 23 年９月まで乗船

し、それぞれ船員保険に加入していた。申立期間の船員保険の加入記録

が全て無いとする年金事務所の回答に納得できない。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、「船舶運営会喪失船舶一覧表（昭和 23 年 11

月現在）」により、Ｂ丸は、Ａ社から船舶運営会に供出された船舶であ

り、「戦時加算該当船舶名簿」により、当該船舶は、昭和 16 年 12 月８

日から 18 年５月 12 日まで期間、戦時加算区域を航行していたことが確

認できる上、元同僚の証言により、申立人は、申立期間に当該船舶に乗

船していたことは推認できる。 

    しかし、上記元同僚は、「私がＢ丸に乗船した昭和 17 年 11 月におい

て、申立人は同船に乗船しており、Ｅ（作業）をしていた。このとき、

申立人は軍属であり、船員ではなかったと記憶している。」と証言して

いるところ、申立人が軍属であった場合、申立期間は旧令共済組合に加

入していた期間であると推認され、船員保険に加入していなかったと考

えられる。 



    さらに、Ａ社のＢ丸に係る船員保険被保険者名簿に申立人の氏名は無

い。 

    このほか、申立人の申立期間①における船員保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②及び③については、「船舶運営会喪失船舶一覧表（昭和

23 年 11 月現在）」、「運航船舶一覧表（昭和 24 年８月１日現在）」、

「船舶運営会使用船一覧表（五十音順）」及び「戦時加算該当船舶名

簿」において、Ｃ丸及びＤ（船名）の船舶名は確認できない。 

    また、日本年金機構Ｆ事務センターにおいて、船舶名ごとに管理され

ているＡ社に係る船員保険の記録においても、Ｃ丸及びＤ（船名）の船

舶名は確認できない。 

    さらに、Ａ社を合併したＧ社は、｢昭和 17 年から 24 年においては、

全所有船舶を船舶運営会に供出しており、当時の資料は保管していな

い。｣と回答していることから、申立人の申立期間②及び③当時の船員

保険料の控除について確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間②及び③における船員保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3272 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年４月１日から 34 年７月５日まで 

             ② 昭和 39 年４月５日から 40 年７月１日まで 

    私は、昭和 33 年４月１日にＡ社（同年 12 月にＢ社、40 年７月１日

にＣ社に社名変更。）に入社し、41 年７月 20 日に退社するまで継続し

て勤務し、この間、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものの、入社後 15 か月間及び 39 年４月５日から 40 年７月１日ま

での 15 か月間の厚生年金保険の被保険者記録が欠落している。Ｂ社及

びＣ社に勤務したときの源泉徴収票も提出するので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、複数の元同僚の証言により、申立人は、申立

期間①にＡ社及びＢ社に勤務していたことは推認できる。 

    しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申

立人とほぼ同時期に被保険者資格を取得している元同僚 12 名のうち、

所在が確認できた７名に照会した結果、全員が、｢資格取得日以前から

当該事業所に勤務していた。｣と証言している上、そのうち２名は、

「病気で入院することになったため、会社が急いで厚生年金保険に入れ

てくれた。」、「会社の慰安旅行先で骨折し、それを契機に厚生年金保

険に加入した。それまでは厚生年金保険に入っていなかった。」とそれ

ぞれ供述している。 

    これらのことから判断すると、当該事業所では、従業員を入社と同時

に厚生年金保険に加入させる取扱いではなったことがうかがえる。 

    また、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、



事業主の所在も不明であることから、申立人の申立期間①当時の厚生年

金保険料の控除について確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人から提出された昭和 39 年分及び 40 年

分の給与所得の源泉徴収票において雇用期間の記載が無いことから、申

立人が申立期間②においてＢ社に勤務していたことは確認できる。 

    しかし、昭和 39 年分の給与所得の源泉徴収票において控除されてい

る社会保険料の金額は、Ｂ社における同年１月から同年３月までの３か

月間の社会保険料額に、また、40 年分の給与所得の源泉徴収票におい

て控除されている社会保険料の金額は、Ｃ社における 40 年７月から同

年 12 月までの６か月間の社会保険料額にそれぞれ符合することから、

申立期間②において、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたとは認められない。 

    また、Ｂ社は昭和 39 年４月５日に厚生年金保険の適用事業所でなく

なっており、その後、Ｃ社に社名を変更し、40 年７月１日に改めて厚

生年金保険の適用事業所となっていることから、申立期間②はいずれの

会社も適用事業所ではない。 

    さらに、Ｃ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

事業主の所在も不明であることから、申立人の申立期間②における保険

料の控除について確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3273 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 35 年 10 月６日から 37 年３月１日まで

の期間のうち約５か月 

             ② 昭和 37 年９月 26 日から 39 年１月 10 日まで

の期間のうち約 15 か月 

    私は、申立期間①のうち約５か月はＡ県にあったＢ事業所に、申立期

間②はＣ区ＤにあったＥ事業所、Ｆ市にあったＧ社及びＨ区に本社があ

ったＩ事業所に、それぞれ約５か月勤務した。しかし、これらの期間が

厚生年金保険の被保険者期間になっていないことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人は、当時の状況を詳細に供述している

ことから、勤務期間は特定できないものの、申立期間①にＢ事業所に勤

務していたことは推認できる。 

    しかし、オンライン記録により、Ａ県内にＢ事業所及びこれに類似す

る名称の事業所は、厚生年金保険の適用事業所として確認できない。 

    また、申立人は、「当該事業所で、実兄及び元同僚と一緒に働い

た。」と主張しているが、二人共申立期間①に厚生年金保険の被保険者

記録は無い。 

    このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②のうち、Ｅ事業所に勤務していたとする期間については、

申立人は、当時の状況を詳細に供述していることから、勤務期間は特定

できないものの、申立期間②にＥ事業所に勤務していたことは推認でき



る。 

    しかし、Ｊ法務局Ｋ出張所から提出された閉鎖登記簿謄本により、申

立期間②当時、「Ｌ事業所（昭和 36 年９月１日設立）」という名称の

事業所が、申立人が事業所の所在地として主張するＣ区Ｍ（当時）に所

在していたことは確認できたが、申立人が覚えていた事業所とは一致し

ない。 

    また、オンライン記録では、Ｅ事業所及びこれに類似した名称の事業

所は、申立期間②に厚生年金保険の適用事業所としては確認できない。 

    さらに、申立人は、「当該事業所の従業員は、社長と私だけであっ

た。」と供述していることから、申立期間②当時、旧厚生年金保険法に

基づく厚生年金保険の強制適用事業所の適用要件である「常時５人以上

の従業員」はおらず、厚生年金保険法に定める適用事業所としての要件

を満たしていなかった可能性がうかがえる。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ 申立期間②のうち、Ｇ社に勤務していたとする期間については、申立

人は、事業所の所在地や業務内容を詳細に供述していることから、勤務

期間は特定できないものの、申立期間②にＧ社に勤務していたことは推

認できる。 

    しかし、申立人が氏名を挙げた元同僚３名のうち１名は、当該事業所

の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において同姓の者が確認できるも

のの所在が不明であり、ほかの２名は、上記名簿において氏名が確認で

きないことから、申立人の申立期間②当時の雇用実態について確認でき

ない。 

    また、当該事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなってい

るところ、元事業主は、｢賃金台帳等、当時の関連資料は処分して残っ

ていない。｣と回答していることから、申立人の申立期間②当時におけ

る保険料の控除について確認できない。 

    さらに、申立人は「当該事業所で、実兄と一緒に働いた。」と主張し

ているが、実兄の厚生年金保険の被保険者記録に申立期間②の記録は無

い。 

    加えて、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間②に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ４ 申立期間②のうち、Ｉ事業所に勤務していたとする期間については、



オンライン記録では、Ｈ区又は隣接するＮ区に申立人の主張するＩ事業

所、Ｏ事業所、Ｐ事業所という名称の事業所は、厚生年金保険の適用事

業所として確認できない。 

    また、申立人は「当該事業所で、実兄と一緒に働いた。」と主張して

いるが、実兄の厚生年金保険の被保険者記録に申立期間②の記録は無い。 

    さらに、申立人は、｢当時、居住していたＱ市から直接現場に行って

いた。｣と供述していることから、Ｑ市Ｒ区に所在するＳ社（申立期間

後の昭和 39 年 11 月１日に適用事業所となっている。）に係る健康保険

厚生年金保険険被保険者名簿を調査したが、申立人の氏名は確認できな

い。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3274 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年９月 26 日から 58 年９月 16 日まで 

    私は、昭和 57 年３月１日から 58 年９月 15 日まで、Ａ社（現在は、

Ｂ社）Ｃ支社に継続して勤務したが、申立期間の厚生年金保険の被保険

者記録が無いことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社Ｃ支社から提出された申立人に係る「名簿リスト」（昭和 58 年４

月 30 日作成）には、退職年月日が 57 年９月 25 日と記録されている上、

雇用保険の加入記録により、申立人はＡ社Ｃ支社を同日に離職しているこ

とが確認でき、厚生年金保険の被保険者原票の資格喪失日と符合する。 

   また、申立人は、元同僚の氏名を記憶していないため、当該事業所にお

いて、申立期間に厚生年金保険の被保険者資格を有する元同僚 20 人のう

ち、所在が判明した元同僚５人に照会したところ、３人から回答を得たが、

いずれも申立人を記憶しておらず、申立人の申立期間当時の勤務実態につ

いて確認できない。 

   さらに、Ｂ社Ｄ部は、「当時の関係書類は保管していない。」と回答し

ていることから、申立人の申立期間当時の厚生年金保険料の控除について

確認できない上、Ｅ健康保険組合は、「申立期間当時の記録は、保存期間

経過のため保管していない。」と回答しており、健康保険料の控除から厚

生年金保険料の控除の実態を調査することができない。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3275 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年８月 19 日から 50 年９月１日まで 

    私は、昭和 49 年８月から 50 年９月末日までＡ社に勤務した。この期

間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額の記録が、申立期間

の各月の給与総支給額よりも低い金額となっている。申立期間の給与明

細書を提出するので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除したと認

められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額

の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

   しかし、申立人から提出された申立期間に係る給与明細書に記載された

厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録上の標準

報酬月額と一致していることから、特例法による保険給付の対象に当たら

ないため、あっせんは行わない。



千葉厚生年金 事案 3276 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年 12 月１日から７年 10 月１日まで 

    私は、Ａ市に所在するＢ社に平成２年 12 月１日から７年９月末日ま

での約５年間継続して勤務したにもかかわらず、社会保険庁（当時）か

ら届いた被保険者記録照会回答票をみると、この間の厚生年金保険の被

保険者記録が欠落している。申立期間当時、給与は固定給 25 万円で、

給与から厚生年金保険料を控除されていたと思うので、記録を回復して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、Ａ市にＢ社という名称の事業所は、厚生年金保険

の適用事業所として確認できない。 

   また、申立人は、｢日本人の正社員は自分だけで、元同僚は外国人で帰

国していて連絡が取れない。｣と供述している上、雇用保険の加入記録が

無いことから、申立人のＢ社における勤務実態について確認できない。 

   さらに、オンライン記録によると、Ｂ社の元事業主は、昭和 50 年７月

19 日から平成 20 年７月 25 日までの期間について、国民年金の被保険者

であり、国民年金保険料を納付していることが確認できるところ、元事業

主は既に死亡していることから、申立人の申立期間当時の厚生年金保険料

の控除について確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3277 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年１月から同年７月まで 

    私は、昭和 44 年１月から同年７月までＡ社に継続して勤務し、Ｂ

（職種）をしていたが、厚生年金保険の被保険者記録が無いので、記録

を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   元同僚の証言により、申立人は、勤務期間は特定できないものの、Ａ社

に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、複数の元同僚は、「申立期間当時、６か月の試用期間があっ

た。」とそれぞれ供述しており、そのうち一人は、「Ｂ（職種）について

は、高い技術を持っているか、妻帯者で長期間の勤務を見込める者でない

限り、最初から厚生年金保険に加入していなかった。」と供述していると

ころ、申立人は、申立期間当時、独身であったと供述している。 

   また、事業主からは協力を得ることができず、申立人の申立期間当時の

厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   さらに、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申

立期間に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3278 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年４月から 32 年２月 21 日まで 

    私は、Ａ中学校の推薦により、Ｂ区に所在していた、社会保険が完備

されていると聞いていたＣ事業所に就職し、昭和 30 年４月から 32 年２

月 20 日まで継続して勤務したが、申立期間の厚生年金保険の被保険者

記録が無いことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、Ｂ区にＣ事業所という名称の事業所は厚生年金保

険の適用事業所として確認できない上、所在地を管轄する法務局において

も上記名称の事業所の商業法人登記は確認できない。 

   また、申立人は、Ｃ事業所における事業主、元上司及び元同僚の氏名は

覚えていないと供述しており、事業主等に聞き取り調査を行うことができ

ないことから、申立人の申立期間当時の厚生年金保険の加入状況について

確認できない。 

   さらに、オンライン記録により、Ｂ区において、名称が類似するＤ社が

適用事業所として確認できるところ、当該事業所の事業所別被保険者名簿

を調査したが、申立人の氏名は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3279 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年２月から同年９月１日まで 

             ② 昭和 47 年９月１日から 49 年５月 10 日まで 

    私は、申立期間においてＡ社及びＢ社にＣ（職種）担当として勤務し

ていたが、厚生年金保険の被保険者記録が無いので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人から提出されたＡ社社内報において申

立人の氏名が確認できること、及び元同僚の証言により、申立人は、申

立期間①において同社に勤務していたことは推認できる。 

    しかし、Ａ社で総務関係の事務を担当していた者は、「Ｃ（職種）は、

希望する人又は課長以上の管理職を厚生年金保険に加入させる取扱いだ

った。」と供述している。 

    また、上記社内報で氏名が確認できるほかの元同僚３名は、Ａ社にお

ける厚生年金保険の被保険者記録が確認できない上、別の元同僚２名は、

「当時、試用期間のようなものがあり、２か月から３か月くらいの期間、

厚生年金保険に加入していなかった人がいたかもしれない。」と供述し

ている。 

    さらに、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間①に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人から提出されたＢ社の辞令及び雇用保

険の加入記録により、申立人は、申立期間②において同社に勤務してい



たことは確認できる。 

    しかし、申立人が記憶している元同僚は、上記社内報の昭和 48 年４

月号及び同年５月号において氏名が確認できるものの、同社における厚

生年金保険の被保険者記録が確認できない。 

    また、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申

立期間②に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3280 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22 年１月 10 日から 23 年５月１日まで 

    私は、昭和 22 年１月 10 日にＡ事業所に入社したが、入社日から 23

年５月１日までの厚生年金保険の被保険者記録が無い。調査の上、厚生

年金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が氏名を挙げた元上司２名について入社日と厚生年金保険への加

入時期を調査した結果、２名ともＡ事業所への入社日と厚生年金保険への

加入時期が異なっている上、当該事業所の健康保険労働者年金保険被保険

者名簿から抽出した３名のうち回答を得た２名についても、入社日と厚生

年金保険への加入時期が異なっていることから、当該事業所では、従業員

を入社と同時に厚生年金保険へ加入させる取扱いでなかったことがうかが

える。 

   また、Ａ事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

申立期間当時の賃金台帳、源泉徴収票等の関連資料は不明である上、申立

期間当時の事業主は所在を確認できないことから、申立人の申立期間当時

の厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3281 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年４月１日から 43 年４月１日まで 

             ② 昭和 43 年８月１日から 46 年２月９日まで 

             ③ 昭和 46 年２月 17 日から同年９月 11 日まで 

             ④ 昭和 47 年１月 17 日から 49 年３月１日まで 

    私は、「年金加入記録のお知らせ」が送られてきて、初めて脱退手当

金が支給されていることを知った。脱退手当金を受給した記憶は無く、

脱退手当金という制度があったことすら知らなかったので、脱退手当金

の請求をすることはない。脱退手当金を支給したとするなら、いつ、ど

ういう方法で支払ったか明確な証拠を出して頂きたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る最後の事業所であるＡ社の健康保険厚生年金保

険被保険者名簿には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」

の表示が記されているとともに、脱退手当金の支給額は、申立期間①から

④までの全期間を対象として計算されており、当該事業所の厚生年金保険

被保険者資格喪失日から約５か月後の昭和 49 年７月 23 日に支給決定され

ているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3282 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年 11 月から 47 年７月まで 

             ② 昭和 51 年８月から 55 年７月まで 

             ③ 昭和 55 年 10 月から同年 12 月まで 

             ④ 昭和 56 年１月から 57 年１月まで 

    私は、昭和 27 年 11 月から 55 年 12 月までＡ社に、56 年１月から 57

年１月までＢ社に勤務し、営業の仕事に従事していたが、申立期間の厚

生年金保険の標準報酬月額が実際の給与支給額より低額で記録されてい

るので、調査して正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金

保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定

することとなる。 

 

  ２ 申立期間①から③までの期間について、申立人から提出されたＡ社の

昭和 52 年６月分、54 年４月分、同年 10 月分及び 55 年７月分給料明細

書により、報酬月額に見合う標準報酬月額は、申立人の主張どおりオン

ライン記録の標準報酬月額より高額であるが、保険料控除額に見合う標

準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確



認できる。 

    また、申立期間当時に当該事業所が加入していたＣ健康保険組合から

提出された健康保険事業所別被保険者名簿によると、申立人に係る標準

報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と比較して、同額又は低額

で記録されていることが確認できる。 

    さらに、当該事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなって

いる上、元事業主は、「申立期間当時の資料は残っておらず、申立人に

係る給料支給額及び保険料控除を確認することはできない。」と回答し

ている。 

    このほか、申立人が申立期間①から③までの期間において申立てどお

りの標準報酬月額に基づく保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①から③までについて、その主張する標準報酬月額に

相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

ることはできない。 

 

  ３ 申立期間④について、申立人は、「当該期間において 38 万円ぐらい

の給与を支給されていた。」として標準報酬月額の相違について申し立

てている。 

    しかし、Ｂ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、

元事業主は、「申立人の当該期間当時の資料が残っておらず、保険料控

除については確認することはできない。」と回答している。 

    また、当該期間当時、当該事業所に勤務していた元同僚に保険料控除

について照会したところ、具体的な証言は得られず、申立人の当該期間

における保険料の控除について確認することができない。 

    さらに、申立人のＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票にお

いて、標準報酬月額の引き下げや遡及訂正等の不自然な記録訂正がなさ

れた形跡は認められない。 

    このほか、申立人が当該期間において申立てどおりの標準報酬月額に

基づく保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間④について、その主張する標準報酬月額に相当する厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。



千葉厚生年金 事案 3283 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25 年４月１日から同年９月１日まで 

    私は、昭和 22 年にＡ事業所（その後、Ｂ事業所に名称変更）のＣ事

業所Ｄ（養成機関）に入り、25 年に卒業後そのままＡ事業所のＣ事業

所にＥ（職種）として勤務し、同年８月末まで在籍していたが、この期

間の厚生年金保険の加入記録が無いので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所に勤務していたと思われる元同僚の具体的な証言から、申立人

が申立期間において当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、後継事業所であるＦ事業所は、「別事業体のため、申立人の在

籍及び資料の引継ぎの有無については不明である。」と回答しており、申

立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   また、申立人は、「Ｄ（養成機関）を卒業した後、すぐに当該事業所で

Ｅ（職種）として勤務した。」と主張しているが、申立人のＥ（職種）籍

についてＧ県Ｈ部に照会したところ、「申立人と特定できない。」としな

がらも、「免許申請時の住所が申立人の卒業したＤ（養成機関）の住所に

一致し、申立人と同姓同名の者の免許登録日は、昭和 25 年 10 月６日であ

る。」と回答があり、申立人が申立期間にＡ事業所においてＥ（職種）と

して勤務していたことが確認できない。 

   さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、当

該事業所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 23 年８月 15 日から申

立人が退職したとする 25 年８月末までの間に被保険者資格を取得した者

の健康保険記号番号には欠番が無く、申立人の勤務を証言した上記元同僚

の氏名も見当たらず、申立人の当該事業所での厚生年金保険の被保険者記



録を確認することができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3284 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年７月１日から 35 年８月１日まで 

    私は、Ａ社Ｂ工場のＣ（施設）に勤務した。厚生年金保険の被保険者

記録では資格取得日が昭和 35 年８月１日とされているが、勤務開始日

は、私が所持している厚生年金保険被保険者証に記載された資格取得日

のとおり 34 年７月１日であるので、調査して正しい資格取得日に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、｢昭和 34 年７月１日からＡ社Ｂ工場のＣ（施設）に勤務し

た。｣と主張している。 

   しかしながら、当該事業所の事業主は、「申立期間当時の人事記録等の

関係資料は保管しておらず、申立人が申立期間において当社に在籍してい

たか否かは確認できない。」と回答している。 

   また、申立人が氏名を挙げた元上司は既に死亡しており、元同僚として

氏名を挙げた者についても、氏名の一部しか記憶していないことから個人

を特定することができず、元同僚等に聞き取り調査を行うことができない

ことから、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険の適用状

況について確認することができない。 

   さらに、事業主から提出された「厚生年金保険被保険者資格取得確認お

よび標準報酬決定通知書」及び「厚生年金保険被保険者資格喪失届」によ

り、申立人は昭和 35 年８月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、

36 年９月１日に資格を喪失していることが確認でき、当該資格記録はオ

ンライン記録と一致する。 

   加えて、申立人はＡ社Ｂ工場において、昭和 34 年７月１日に初めて厚



生年金保険の被保険者になったとして、当時の厚生年金保険被保険者証

（滅失により 39 年６月 12 日付けで再交付されたもの。）を提出している

ところ、当該被保険者証の記号番号は、厚生年金保険被保険者証記号番号

払出簿により、申立人がＡ社Ｂ工場において 35 年８月１日に厚生年金保

険被保険者の資格を取得した際、払い出されたものであることが確認でき、

当該資格取得日は同社Ｂ工場の厚生年金保険被保険者名簿に記載された申

立人の資格取得日と一致している上、上記被保険者名簿により、同社Ｂ工

場において 34 年７月１日に資格を取得した被保険者の記号番号を確認し

たところ、申立人の所持する被保険者証に記載された記号番号とは大きく

相違していることから、申立人の厚生年金保険被保険者証に記載された資

格取得日は当該被保険者証を再交付する際に誤記入された可能性が考えら

れる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3285 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、農林漁業団体職員共済組合員として申立

期間に係る掛金を農林漁業団体により給与から控除されていたと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年 10 月１日から 46 年２月１日まで 

    私は、昭和 42 年 10 月１日から 48 年９月 20 日まで、Ａ協同組合に勤

務していた。46 年２月１日から 48 年９月 20 日までの勤務期間につい

ては、退職一時金が支給されていることは承知しているが、それ以前の

期間も勤務して共済組合に加入していたはずなので加入記録を調べてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、｢昭和 42 年 10 月１日から 48 年９月 20 日まで、Ａ協同組合

に勤務していた。｣と主張している。 

   しかしながら、Ａ協同組合は、「昭和 58 年に一度解散したこともあり、

当時の人事記録、賃金台帳等は残っていない。」と回答しており、申立人

の農林漁業団体職員共済組合の加入状況について確認できない。 

   また、日本年金機構Ｂ事務センターは、「Ａ協同組合は、健康保険のみ

の適用事業所であったと思われる。」と回答している上、申立人が共済組

合加入期間の相違についてＡ協同組合に照会したところ、同協同組合は、

申立人に対し書面で「申立期間当時の元職員に問い合わせしたところ、当

時は現場職員及び臨時職員については農林年金を掛けていなかったと言っ

ており、申立人はそれに当てはまるのではないかと思う。」と回答してい

る。 

   さらに、農林漁業団体職員共済組合から提出された「組合員資格新規取

得届」及び「組合員資格喪失届」により、申立人はＡ協同組合において、

昭和 46 年２月１日に農林漁業団体職員共済組合員の資格を取得し、48 年



９月 21 日に資格を喪失していることが確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間における当該共済組合の掛金の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が農林漁業団体職員共済組合員として、申立期間に係る掛金を農林

漁業団体により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3286 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年８月 30 日から同年９月１日まで 

    私は、勤務していたＡ社を退職するに当たり、残っていた有給休暇を

使用して、退職日が平成９年８月 31 日になるように会社側と協議した

上で退職したのに、退職日が同年８月 29 日とされ、厚生年金保険の被

保険者資格喪失日が同年８月 30 日とされていることは納得できないの

で、調査して資格喪失日を同年９月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「勤務していたＡ社の上司と協議して、退職日を平成９年８

月 31 日付けとすることで了解を得て退職した。しかし、厚生年金保険の

被保険者資格喪失日の記録が相違しているので、私の退職日である同年８

月 31 日の翌日の同年９月１日に訂正してほしい。」と主張している。 

   しかしながら、同社が加入していたＢ健康保険組合（現在は、Ｃ健康保

険組合）における申立人の健康保険被保険者の資格記録は、「平成９年８

月 30 日資格喪失」と記録されており、厚生年金保険の資格喪失日と合致

することが確認できる。 

   また、同社はＤ社と合併し、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っている上、Ｄ社は、「申立期間当時の資料は保存されておらず申立人の

勤務実態等は不明である。」と回答していることから、申立人の申立期間

における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認することができない。 

   さらに、申立人は、「申立期間当時、同社は週休２日制を導入しており、

平成９年８月 30 日は土曜日、同年８月 31 日は日曜日であり、土曜日及び

日曜日は事業所が休みのため勤務していなかった。」と供述している上、



複数の元同僚に申立人の勤務期間について照会したが、申立人の退職日に

ついて具体的な証言を得ることはできなかった。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3287 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年７月 18 日から同年 12 月１日まで 

    私は、Ａ社から派遣されて、昭和 47 年７月 18 日から同年 11 月 30 日

まで、Ｂ社が運航する「Ｃ丸」に乗船しＤ（職種）として勤務した。Ｃ

丸に乗船する前には、同じＢ社が運航する別船舶の「Ｅ丸」に 45 年及

び 46 年に乗船し、勤務した期間の船員保険の加入記録はあるにもかか

わらず、申立期間の船員保険の加入記録が無いことは納得できないので、

調査してＣ丸における船員保険の記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された船員手帳の記載から、申立人は、申立期間におい

て、Ｂ社が運航した「Ｃ丸」に勤務していたことは確認できる。 

   しかしながら、Ｂ社は「申立期間当時の書類等は、既に廃棄されており

詳細は不明であるが、当時はＤ（職種）等の専門技能者は、派遣元の会社

との委託契約により、当社に派遣されており、派遣社員の船員保険の取扱

いについては、当社が直接乗組員として船員保険に加入させる場合と、そ

の技能者の派遣元の会社が厚生年金保険に加入させる場合があったようで

ある。申立人については、乗船する船舶ごとの委託契約内容により年金へ

の加入の取扱いも異なっていたと思われる。」と回答している。 

   また、申立人がＤ（職種）として勤務していたＡ社は、オンライン記録

において、厚生年金保険の適用事業所として確認できない上、元事業主の

親族は「当時の資料は無く、当該事業所における厚生年金保険の適用状況

については不明である。」と供述している。 

   さらに、「Ｃ丸」に昭和 47 年 12 月 30 日から 48 年３月 25 日まで申立

人と同じ派遣元会社から派遣され、Ｄ（職種）として乗船した者は、オン



ライン記録において、当該期間の船員保険の加入記録は無く、国民年金に

加入し国民年金保険料を納付していることが確認できる 

   このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 3288 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28 年７月１日から 30 年７月１日まで 

    私は、昭和 28 年７月１日から 30 年６月 30 日までＡ丸に乗船して、

船員保険に加入していたはずなので、この期間の記録が欠落しているこ

とは納得できない。調査して船員保険の加入記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間においてＡ丸に乗船して、船員保険に加入してい

た。」と主張しているが、Ｂ県は、「当庁で管理している漁船原簿による

と、Ａ丸は昭和 39 年８月に新規登録され、船舶所有者はＣ氏となってい

ることは確認できる。しかし、それより以前の記録に関しては、既に廃棄

されており確認することができない。」と回答している上、申立人が氏名

を挙げた元同僚は、船舶名の記載は無いものの、Ｃ氏所有の船舶に係る船

員保険被保険者名簿において船員保険被保険者であることが確認できるこ

とから、当該被保険者名簿はＡ丸の被保険者名簿であることが推認できる

ところ、上記被保険者名簿において、当該船舶は昭和 39 年８月５日に船

員保険の適用船舶となっており、申立期間は適用船舶になる前の期間であ

る。 

   また、上記元同僚は、「Ｃ氏は既に死亡している。また、申立人と一緒

にＡ丸に乗船していた時期は、船員保険が適用されるよりもっと以前であ

ったと記憶している。」と供述している上、現在の船舶所有者の所在が特

定できず、聞き取り調査ができないことから、申立期間に係る船員保険料

の控除、船員保険の適用状況等について証言を得ることができない。 

   そのほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 


